
第 5 章 騒 音

第 1 節 騒音の現況

1 概要

騒音は各種公害の な かで も 日 常生活 に特 に関係の深い も の で あ る が その 発生 源は 多種多

様であ り 、 音量、 音質、 発生時間に よ っ て 受 け る 被害 も 異な る た め 、 多数の 雪情 が発生 し て

い る o

洲 の 昭和5 1年度の 公害苦情件数 1 8 0 件 の う ち騒 音苦情は 4 2件 ( 2 3 3 % ) で あ り 、 昨年の 3 7件 に
比 し 若干増加 し て い る 。

苦情の 内容 を 発生源別に見 る と 金属、 機械、 木材加 工 工場等か ら 発生す る 騒音が 多 く 、 ま

た 住居地域では ク ー リ ン グ タ ワ ー 、 ク ー フ 一 等の モ ー タ ー 音が主要な 発生源 と な っ て い る 。

こ の ほか特に一部地域では大型 自動車走行に伴 う 騒音が問題 と な っ て い る が、 今後共 自 動車

の保有台数、 走行量の増加、 車の 大型化等に伴 う て 自 動 車騒音 に よ る 被害発生が増加す る も

の と 考 え ら れ る 。

な お 、 本県 におい て は 、 昭和5 2年 3 月 3 1 日 現在、 環境基準に係 る 地域の 指定は行 っ て い な

し 、 。

表 3 2 騒音に係 る 環境基準 ( 昭和46年 5 月 2 5 日 閣議決定 )

環 境 基 準

環境基準は 、 地域の類型及び時間の 区分ご と に次表の基準値の欄に掲げる と お り と す る 。

地域の類型

時 間 の 区 分

該 当 地 域

昼 間 朝 ･ 夕 夜 間

A A 45 ホ ン国以 下 4 0 ホ ン国以 下 3 5 ホ ン国以 下 損睫境基準に係る水域及び地域の指
定纖の雛に謝る政令 (鞠
46年政令第 1 5 9号 ) 第 2 項の規定
に基づき都道府県知事が地域の区
分ゞと に指定する 地域

A 5 0 ホ ン国以下 45 ホ ン国以 下 4 0 ホ ン国以 下

B 6 0 ホ ン国以 下 55 ホ ン国以 下 5 0 ホ ン国以 下

圏 1 A A を あ て は め る 地域は療養施設が集合 し て設置 さ れ る 地域 な ど と く に静穏を要す
る 地域 と す る こ と 。

2 A を あ て は め る 地域は主 と し て住居の 用 に供 さ れ る 地域 と す る こ と 。
3 B を あて は め る 地域は相当数の住居 と 併せて 商業、 工業等の用 に供 さ れ る地域 と す
る こ と 。

た だ し 、 次表に掲げる地域に該当す る 地域 ( 以 下 ｢道路に面す る 地域｣ と い う ) につ

い て はその環境基準は上表に よ らず次表の 基準値の欄に掲げる と お り と す る 。
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地 域 の 区 分
時 間 の 区 分

昼 間 朝 ･ 夕 夜 間

A 地域の う ち 2 車線を有す る 道路に
面す る地域

5 5 ホ ノ 国以下 5 0 ホ ノ国以 下 4 5 ホ ン(国以 下

A 地域の う ち 2 車線 を超 え る 車線 を
有す る 道路に 面す る 地域 6 0 ホ ン国以下 5 5 ホ ン回以下 5 0 ホ ン国以 下

籍鱗満子翳鮒の車線 を 有 6 5 ホ ン国以下 6 0 ホ ノ国以下 5 5 ホ ン国以 下

B地域の う ち 2 車線 を超 え る 車線 を
有す る 道路に面す る 地域 6 5 ホ ン国以下 6 5 ホ ン国以 下 6 0 ホ ノ国以下

備考 車線 と は 1 縦列の 自動車が安全か つ円滑に走行す る た め に必要な 一定の幅員 を 有
す る 帯状の 車道部分 を い う 。

表 3 3 一般的 な騒音 レ ヘ ル

ホ、 ソ 状 况

1 4 0 極度の 聴力 障害

1 3 0 最大可聴限界

1 2 0 飛行機の エ ソ ン ノの 近 く

1 1 0 自 動 車の ク フ ク ノ ョ ノ 、 船 の 機関室内

1 0 0 高速列車の近傍

9 0 組立工場 、 やか ま し い地 下鉄

8 0 交通の は げし い交差点

7 0 電話の ヘ ル ( l m )

6 0 会話 ( l m ) 、 三艘 の 事務室内

5 0 普通 の 事務室 、 静か な 住宅地

4 0 静か な 図書館

3 0 深夜 、 フ ン オ ･ ブ レ ヒ 放送の ス タ ノ オ 内

2 0 人の さ さ や き

1 0 木の 葉の 音
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2 各種騒音測定鋼査結果

( 1 ) 自 動車騒音調査

昭和5 1年 6 月 環境週間 ( 6 月 5 日 ~ 1 1 日 ) の行事の 一環 と し て 、 鳥取市 5 地点 ( 鳥取市

東品治町 : 鳥取駅前, 同市末広温泉町 : 日 交旅行セ ノ タ ー , 同市川端 1 丁 目 : みか ど会館

前, 同市東町 1 丁 目 : 鳥取県庁前, 同市二階町 2 丁 目 : 五臓円薬局前 ) 倉吉市 3 地点 ( 倉

吉市明治町 打吹駅前, 同市宮川町 宮川町 ロ ー タ ノ ー , 同市上丼 倉吉駅前 ) 及び 米子

市 5 地点 ( 米子市明治町 : 米子駅前, 同市茶町 : 茶町角, 同市加茂町 1 丁 目 : 中国電力前、

同 市東倉吉町 : 山陰舎銀前, 同市角盤町 2 丁 目 明治生命前 ) で 自 動車騒音測定 を し併せ

て 自動 車台数 ( 原付 自動二輪車以上 ) を 崗査 し た 。

こ の 調査は環境基準の測定法で行い 、 そ の中央値の平均値で見れば、 鳥取市は 66 ~ 7 0 ホ
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ノ国、 倉吉市6 5~ 6 9 ホ ン国、 米子市 68~ 7 1 ホ ン仇)で あ り 、 倉吉駅前では環境基準に適合 し 、

そ の他の地点では不適合で あ る が騒音規制法第 1 7条 に定め る指定地域内 に お け る 自 動車騒

音の限度 と 比較すれば、 全地点 と も限度以 下であ る 。 ま た昨年の結果 と 比較すれば、 自動

車台数は 米子市 を除い て平均若干増 加 し て い る が 、 騒音 レ ヘ ル は若干低い値 と な っ てい るd

) @

表 3 4 環境週間行事にお け る 自 動車騒音測定調査結果

測 定 地 点 名 環境基準及び 自 動車騒音の限度 測定平均値の 4 9年
~ 5 1年度の 対比

(測定月日地区 測 定 地 点 名 所 在 地

自 動 車 騒 音 自 動 車騒音

(中央値ホ ソ撚り

自 動 車 台数

台数イ5分
測 定 値

(中央値ボ ン ‘勘 凖:境値基
(中央値
ホ ズ印)

( 相当地域 )

翳
蕾

自動車騒音の
限 度

(中央値ホ ノ (の 4 9年度 5 0年度 5 1年度 4 9年度 即年度 5 1年度最低値~

最 高値 平均値

鳥取市(六月七日
鳥 取 駅 前 東 品 治 町 鷁~72 70

6 5以下

‘ 亭 地 域 )
× 2 車線をこ える

8 0
68 72 70 7 8 74 68

賠#“ 末広温泉 町 70^)72 l 70 メソ × " 71 73 70 182 1お 1 56

み か ど会館前 川 端 1 丁 目 70()72 70 メソ × ′′ 7 1 72 70 87 97 96

県 庁 前 東 町 1 丁 目 68()73 69 ノン × ′ソ 69 70 69 1 36 74 142

五臓円薬局前 コ階町 2 丁 目 65~69 66 !ア ×
2 車 線

7 5
68 70 66 66 6 ] 66

十.十一日)倉吉市(六月
打 吹 駅 前 明 治 町 63(一7 1 67 ノン × メソ 70 69 67 62 56 69

宮川 町 ロ ー タ
ノ ー

宮 川 町 68~71 69 メソ ×
2 車線をこ える

8 0
69 69 69 1 22 1 22 1 27

倉 吉 駅 前 上 井 61~69 65 !′ O れソ “ 67 65 53 5 1 53

(六月九.十日
米子市

米 子 駅 前 明 倫 町 66′し7 1 69 メソ x lI " 7 1 70 69 86 1館 1 05

茶 町 角 茶 町 67′)71 68 たソ × I
2 車 線

7 5
68 7 1 68 75 80 73

中 国 電 力 前 加茂町 1 丁 目 69()72 7 1 ノン × 2 竈線をこ える
8 0

72 72 7 1 1 1 7 1お 153

山 陰 合 銀 前 東 倉 吉 町 67()74 70 メソ × ii " 7 1 70 70 1 59 180 1 43

明 治 生 命 前 角盤町 2 丁 目 70()75 7 l メゾ × l " 70 71 7 1 1 69 1 70 1 58

園 測定値は午前 8 時か ら午後 4 時 ま で の 2 時間 お き 5 回 の測定。

( 2 ) 環境騒音実態調査

昭和5 1年度中、 騒音規制法に基つ く 地域指定 を行 っ て い る 4 市 ( 3 2地点 ) で 実施 し た 凋

査結果 “溺愛 3 5の と お り で あ る 。

調査結果 を み る と 、 環境基準 A 相当地域 ( 主 と し て住居の 用 に供 さ れ る 地域 ) は適合 し

て い な い と い え る 。 反面 B 相当地域 ( 相当数の住居 と 併せて 商業 、 工業等 の用 に供 さ れ る

地域 ) で はほ と ん ど適合 し て い る 。 叉 こ れ を道路に面す る 地域、 面 さ な い地域でみて も 、

同様で あ る が 騒音規制法第 1 7条 に定め る 指定地域内 に お け る 自動車騒音の限度 と 比較す

る と 、 ほ と ん ど全地点 と も 限度以下であ る 。
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表 3 5 昭和5 1年度環境騒音実態調査結果

測 定 場 所 名 環 境 騒 音

廟
剛巳

測 定 場 所 名 所 在 地 面 す る 道 路 名 車線数
中央値 ホ ノ 囚

朝 昼間 タ 夜間

(十一月一十四.一十五日)
鳥取市

信用 金庫支店前 正 蓮 寺 国 道 29 号 線 2 5 4 6 8 5 9

桜 谷 団 地 内 桜 谷 46 4 5 4 2

吉 方 橋 南 話 吉 方 町 国 道 29 号 線 3 5 4 6 7 5 6

鳥取 こ ど も学園 立川 1 丁 目 4 8 4 8 4 1

三洋機器事業部 吉 方 国 道 29 号 線 2 5 2 6 9 6 0

三 洋 社 宅 前 新 42 49 4 1

三洋電気事業部 吉 方 県 道 秋里 宮 ノ 下 線 4 5 3 6 4 5 4

世界文イ攪販売裏 大 杙 40 4 3 3 5

倉̂士口帆市(峠糊丘十翅鰡
笠 原 宅 前 西 福 守 県道 倉 吉 ･ 東 伯 線 2 5 4 5 4 4 9

西 福 守 遊 園 地 メゾ 3 9 4 6 4 4

中 部 米 穀 組合 旭 田 市 道 新 倉 吉 線 4 6 8 5 8

医 師 会 館 ノン ｢ノノ
4 1 48 4 3

一 春 旅 館 前 八 屋 市 道 倉 吉 ･ 上 丼 線 ･1I▲ 4 1 6 3 5 2

唐 掃 事 務 所 デ 4 1 5 0 4 3

中 国電気工事前 八 屋 国 道 1 7 9 号 線 4 4 3 6 9 6 0

中 国電気工事裏 れゾ 4 1 5 0 4 1

(十一月二十九日.二十日)
米子市

山 陰 生 コ ン前 祇 園 町 国 道 9 号 線 2 7 2 7 4 6 0

鉄 道 官 舎 れア 4 7 4 7 4 2

山陰ナ ン ョ ナノ雍前 西 福 原 主要地方道米子 ･ 境線 4 6 2 6 7 6 3

マ ッ ウ フ事務機裏 たソ 4 0 4 7 4 3

米子商業セ ンタ ー 角 盤 町 市道米子東福原線 1 5号 2 4 4 6 5 6 2

電 々 公 社 裏 メソ 4 4 4 9 4 3

米瑶用錢競 皆 生 県 道 皆 生 西 原 線 4 45 6 3 5 7

専 売 公 社 寮 メゾ 4 2 4 9 43

境港市(サこ朋三手田
日 の 丸 窯 業 前 弥 生 町 県道 彦 名 ･ 境 港線 2 6 2 6 5 5 9

か ね ま ん 水 産 外 江 町
//

46 44 4 1

成 道 団 地 前 誠 道 町 市 道 産 業 中 央 線 4 5 0 5 9 4 2

“ 内 メソ 4 2 4 4 3 5

境 小 学 校 明 治 町 県 道 彦 名 境港線 2 4 0 6 3 ･ 5 3

永井電機前入 る 中 町 3 6 4 6 3 7

都 田 水 産 中 野 主要地方道米子 境線 4 5 0 6 4 5 1

" 製 れ7 4 3 4 8 4 7

園 時間区分 ( 昼間 午前 8 時 ~ 午後 7 時, 朝夕 午前 6 時 ~ 午前 8 時 と 午後 7 時 ~

測定時間 ( 午前 6 時 , 8 時 , 1 0時 , 1 2時 , 午後 2 時, 4 時, 6 時, 1 0時以降の 。十

交 通 ･量 (台レ5分 ) 環 境 基 準 及 び 自 動 車 騒 音 の 限 度

朝 昼間 タ 夜間
｢ 環 境 基 準 値 環 境 基 準

の 適 ◎ 否 国
自 動車騒音 の 限度

｢鸚 中畑互ホン国以下 規制

蛾

中央値 ホ ノ国
昼 間 朝 ･ 夕 夜 間 朝 昼 間 タ 夜 間 昼 間 朝 ･夕 夜 階

7 8 0 2 1 A 5 5 5 0 4 5 × × × 2 7 0 6 5 5 5

たり 5 0 4 5 4 0 × ○ × メソ

4 1 2 5 2 2 メソ 6 0 5 5 5 0 ○ × × メソ 7 5 7 0 6 0

メソ 5 0 4 5 4 0 × ○ × ノン

1 1 1 0 6 2 2 B 6 5 6 0 5 5 ○ × × 3 7 5 7 0 6 5

れソ 6 0 5 5 5 0 ○ ○ ○ れ7

4 9 9 1 6 !′ 6 5 6 5 6 0 ○ 〇 ○ イン 8 0 7 5 6 5

んソ 6 0 5 5 5 0 ○ ○ ○ メソ

5 1 3 4 A 5 5 5 0 4 5 × ○ × 2 7 5 6 5 5 5

" 5 0 4 5 4 0 ○ ○ × れソ

2 7 2 1 4 れソ 6 0 5 5 5 0 ○ × × ズソ 7 5 7 0 6 0

たソ 5 0 4 5 4 0 ○ ○ × メソ

2 9 6 B 6 5 6 0 5 5 ○ ○ ○ 3 7 0 6 5 6 0

メソ 6 0 5 5 5 0 ○ 〇 〇 メソ

2 1 0 9 1 7 ′′ 6 5 6 5 6 0 ○ × ○ ノン 8 0 7 5 6 5

メソ 6 0 5 5 5 0 ○ ○ ○ メソ

6 2 1 1 9 2 6 A 5 5 5 0 4 5 × × × 2 7 0 6 5 5 5

メソ 5 0 4 5 4 0 × ○ × メノ

丹
29 1 4 9 4 4 たソ 6 0 5 5 5 0 × × × !′ 7 5 7 0 6 0

れソ 5 0 4 5 4 0 ○ ○ × たソ

2 5 2 1 2 B 6 5 6 0 5 5 ○ ○ ○ 3 7 5 7 0 6 5

“ 6 0 5 5 5 0 ○ ○ ○ イン

2 4 5 1 5 力, 6 5 6 5 6 0 ○ ○ ○ メソ 8 0 7 5 6 5

た7 6 0 5 5 5 0 ○ ○ ○ 者ソ r

1 3 4 4 6 A 5 5 5 0 4 5 × × × 2 7 0 6 5 5 5

れ7 5 0 4 5 4 0 × Q × 〆′

3 2 6 4 れア 6 0 5 5 5 0 ○ 〇 ○ たア 7 5 7 0 6 0

れ7 5 0 4 5 4 0 ○ ○ . ○ メソ

4 5 0 1 2 B 6 5 6 0 5 5 ○ ○ ○ 3 7 5 7 0 6 5

/ メ′ 6 0 5 5 5 0 ○ ○ ○サ
ー

5 57 5 " 65 6 5 6 0 ○ ○ ○ !′ 8 0 7 5 6 5
｣

“ 6 0 5 5 5 0 ○ ○ ○ ズソ

午後 1 0時 , 夜間 午後 1 0時 ~ 翌 日 の 午前 6 時 )

8回%日 ) の 各時間区分の平均値。
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第 2 節 騒音 の 防止対策

法、 条例による規制

( 1 ) 騒音規制法

騒音規制法では 、 当初人 口約 1 0万人以上の 市街地につい て工場騒音を 規制す る地域 を指

定す る こ と と さ れて い た た め 、 本県 にお い て は昭和44年 8 月 、 鳥取市 、 米子市の 旧都市 。十

画法 に基づ く 旧用途地域 を騒音規制地域 と し て い た カ 、 、 昭和4 5年 1 2 月 、 法の 一部改正に よ

‘ り 、 人 口 規模 と は関係 な く 地域指定がで き る こ と 、 特定建設作業騒音の規制が加 え ら れた

こ と に よ り 、 昭和4 6年 6 月 従来の地域 を その ま ま 工場騒音、 建設作業騒音、 自 動車騒音の

限度の 規制地域 と し て告示 し た。

そ の後 、 昭和48年 1 2 月 告示 さ れた 新用途地域に つい て検討 を行い 、 昭和4 9年 9 月 1 7 日 鳥

取県告示第 7 7 8 号で新 し い騒音規制地域を指定告示 し た。 又、 倉吉市 、 境港市 に つ いては、

昭和5 0年 5 月 3 0 日 鳥取県告示第 4 7 6 号で規制地域 を新指定 し告示 し た 。

1 特定工場等にお い て発生す る 騒音及び特定建設作業に伴 っ て発生す る 騒音に つい

て 規制す る 地域並びに法第 1 7 条 に係 る 地域

鳥取市、 米子市 、 倉吉市 、 境港市の 区域の都市 。十画用途地域

( ただ し 、 米子市の両三柳地区、 境港市の 福定町、 高松町 、 新屋町 、 森岡町 、 西

森岡 、 東森岡 、 軒屋の 一部地域 につい て は 、 用途地域外で は あ る が騒音防止上

規制が必要な地域 と し て指定。 )

備考 鳥取市都市。十画用途地域

( 昭和48年 1 2 月 2 5 日 鳥取県告示第 1 0 4 1 号 )

米子市都市詰画用途地域

( 昭和48年 1 2 月 2 5 日 鳥取県告示第 1 0 4 0 号 )

境港市都市 。十画用途地域

( 昭和48年 1 2 月 2 5 日 鳥取県告示第 1 0 4 1 号 )

倉吉市都市 。十画用途地域

( 昭和5 0年 3 月 3 1 日 鳥取 県告示第 2 1 号 )
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Q 2 特定工場等におい て発生す る 騒音につい て の規制基準 ○

雅分＼＼時霧
昼 間

{震娑婆 }
朝 夕

釀讓義美l
夜 間
午後 1 0時か ら 1
翌 日 の午前 6
ま で i

第 1 種 区 域 5 0 ホ ン 4 5 ホ、 ソ 4 5 ホ ノ

第 2 種 区 域 6 0 ホ ン 5 0 ホ ン 4 5 ホ ン

第 3 種 区 域 6 5 ボ ン 6 5 ホ ン 5 0 ホ ン

第 4 種 区 域 7 0 ホ、 ソ 7 0 ホ ン 6 5 ホ ン

　

〔 基準値は特定工場等 ( 騒音規制法施行令別表第 1 に定め る 施設 を設置す る 工場 ･

事業場 ) にお い て発生す る 騒音の特定工場等の敷地の境界線上に おける大き さ 。 〕

( 参考 ) 騒音規制の 区域の 区分 と 用途地域の関係

騒 音 規 制 法 に 基 づ く
工 場 騒 音 規 制 の 区 域 の 区 分

都市經割法に基づく
用 途 地域 の 区分

用 途 地 域

第 1 種 区 域
良好な住居の 環境 を保全す る た め 、 特 に静穏の保持 を 必

要 と す る 区域。

第 1 種 住 居 専 用 地 域

第 2 種 住 居 専 用 地 域

第 2 種 区 域
住居の 用 に供 さ れて い る た め静穏の保持 を必要 と す る 区
域。

第 2 種 住 居 専 用 地 域

住 居 地 域

第 3 種 区 域
住居の用 に あ わせて商業工業等の用 に供 さ れてい る 区域

で あ っ て 、 そ の 区域内 の 住民の生活環境を保全す る た め騒
音の発生を 防止す る 必要が あ る 区域。

近 隣 商 業 地 域

商 業 地 域

準 工 業 地 域

第 4 種 区 域
主 と し て 工業等の用 に供 さ れ て い る 区域で あ っ て 、 そ の

区域内 の住民の生活環境 を悪化 さ せな いた め 、 著 し い騒音
の発生 を防止す る 必要が あ る区域。

工 業 地 域

L 工 業 専 用 地 域

( 境港市には 、 第 1 種区域の該当区域は な い。 )
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3. 特定建設作業の騒音の 規制基準

ぷ
鯛鬘鸚'
雑 礎皺ま
及びアス オー カ

義饌好作

縦魂穰を 驚き穰贅
日 5 0 m 以 上移
す る 作業 を
K O ) 廉暮 ?誘後悔機

はアスフ ァノレ ト ブ

琵嚢 適用除外
作業場所の敷地境

群棄霧路地
8 5 ボ ノ

を こ えないこ と

8 0 ボ ノ

をこ え ない こ と

7 5 ホ ノ

を こ えない こ と

7 5 ボ ノ

を こ 兀 ないこ と を こ えない こ と

作業禁止の

時間帯

欧 午後時~葡時 午後 午前
7 時 ~ 7 時

午後 午前
9 時 ~ 6 時

午後 午前
9 時 ~ 6 時

午後 午前 し
9 時 ~ 6 時

災害、 非常の事態、
人の生命、 危険防
比、 鉄軌道の 正 ち

津転、 道路法及び
道交法 の 占用及び

許 可の夜間指定

2 の

区域
午後 午前

1 0時~ 6時
午後 午前

1 0 時 ~ 6 時
午後 午前

1 0時 6 時
午後 午前

l o時~ 6 時
午後 午前

l o時~ 6 時

作業時間の

長 さ の 制限
区域 1 日 1 0時間 1 日 1 0時間 1 日 1 0時間 1 日 m 時間 1 日 1 0時間 1 日 て完 了す る

作業 、 災害の 1を
熊 、 人の生命、
危険助 }掬域 1 日 1 4時間 1 日 . 1 4時間 1 日 1 4時間 1 日 1 4時間 1 日 1 4時間

稾鶏輩
の で き る 日
数

区域

2 の

区贓

6 日 間以内 6 日 間以内 6 日 間 以内

1 ヶ 月 以内 1 ヶ 月 以内
災害、 JF ↓ 井筵 、

人の生命 、 危都会
勘 u

乙 ヶ 月 以内 2 ヶ 月 以 内

作業 を

禁止す る 日
日 曜 日
その他の休 日

日 曜 日
その他の休 日

日 曜 日
その他の休 日

日 曜 日
その他の休 日

日 曜 日
その他の休日

災害、 升 苧 の 昇
聾 、 人の生命 、
危粉防 止 、 鉄軌
道の 正宵 運転、
道路法及び道父
法の 占用及び許
可の夜間指定

備考 1 の 区域 住居区域 、 商業区域及ひ 準工業区域
2 の 区域 1 の 区域以外の 区域 ( 工業専用地域 を除 く )

4 騒音規制法第 1 7条第 1 項の規定 に基つ く 指定地域内 に お け る 自 動車騒音の限度

区 域 の 区 分
時 間 の 区 分

昼 間 朝 夕 夜 間

11-▲ 第 1 種区域の う ち 1 車線 を有す る 道路 に面す
る 区域

5 5 ホ、 ソ 5 0 ホ ノ 4 5 ホ ン

2 第 2 種区域の う ち 1 車線 を 有する 道路に面す
る 区域

6 0 ホ ン 5 5 ホ ン 5 0 ホ ノ

3 第 1 種区域及び第 2 種区域の う ち 2 車線 を有
す る 道路 に面 す る 区域

7 0 ,ホ ン 6 5 ホ ノ 5 5 ホ、 ノ

4 第 1 種区域及び第 2 種区域の う ち 2 車線 を こ
え る 車線 を有す る 道路に面す る 区域

7 5 ホ ン 7 0 ホ ノ 6 0 ホ ノ

5 第 3 種区域及び 第 4 種区域の う ち 1 車線 を 有
す る 道路に面する 区域

7 0 ホ ン 6 5 ホ ン 6 0 ホ ン

6 第 3 種区域及び第 4 種区域の う ち 2 車線 を有
す る 道路に面する 区域

7 5 ホ ン 7 0 ホ ン 6 5 ホ、 ソ

7 第 3 種区域及び第 4 種区域の う ち 2 車線 を こ
え る 車線 を有す る 道路に面す る 区域

8 0 ホ ン 7 5 ホ ン 6 5 ホ ン
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( 2 ) 鳥取県公害防止条例

近時、 ビ ル等の増加 に伴 い冷房用 の ク ー ノ ン グ タ ワ ー の 騒音が問題 と な っ て い る か

れ を条例 に よ り 騒音関係特定施設 ( 表 3 6 ) と し 、 昭和47年 4 月 1 日 か ら 規制 を行 っ て お り 、

規制地域及び規制基準は騒音規制法に準拠 し て い る 。

表 3 6 鳥取県公害防止条例に よ る 騒音関係特定施設の規模

施 設 名 規 模

ク ー ノ ノ グ タ ワ ー
送風機の原動機の 定格出力 が 0. 7 5 キ ロ ワ ノ ト 以上の も の に

限 る 。

f ＼ " 叉 、 深夜の静穏 を保持す る た め 、 全県下のエ場、 事業場のすべて の 事業活動こ伴 ぅ 深夜

( 午前 1 0時か ら 翌 日 の 午前 6 時ま で ) の 騒音 を 昭和4 7 年 4 月 1 日 か ら規制 し て い る 。 事業

活動す な わ ち 、 物の製造 、 加工 に伴 っ て発生す る 騒音の ほか 、 例 え ば飲食店 を営む こ と に

よ っ て発生す る 音楽放送、 ハ ノ ト 演奏及び き ょ う 声 な ど の騒音も含めて規制を行っ ている。

表 3 7 鳥取県公害防止条例 に よ る 深夜騒音の 規制基準

区 域 の 区 分 基 準 値

1 騒音規制法第 3 条第 1 項の 規定に基つい て指定 さ れた 第

3 種区域及び知事が別 に定め る 区域。
5 0 ホ ン

2 騒音規制法第 3 条第 1 項の規定に基づいて指定 さ れた 第

4 種区域及び知事が別 に定め る 区域。
6 5 ホ ン

3. 1 及び 2 に掲げる 区域以外の 区域。 4 5 ホ ン

2 特定施設等の届出状況

( 1 ) 騒音規制法に よ る 特定施設の届 出数

表 3 8 特定施設の種類別届出数

( 昭和5 2年 3 月 末現在 )

種 類、、~、連 名 鳥 取 市 米 子 市 倉 吉 市 境 港 市 。十

1 金 属 加 工 機 1 5 7 9 9 6 2 1 7 3 3 5

2 空 気 圧 縮 機 等 2 0 5 6 2 8 5 4 6 3 9 8

3 土 石 用 破 砕 機 等 1 3 1l.▲ 2 1 6

4 織 機

5 建 設 用 資 材 製 造 機 械 2 5 3 1 0

6 穀 物 用 製 粉 機

7 木 材 加 工 機 械 5 2 1 1 1 5 0 6 2 1 9

8 抄 紙 機 1 1
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種 類 ＼、~、、市 名 鳥 取 市 米 子 市 倉 吉 市 境 港 市 。十

9 印 刷 機 械 1 0 3 7 6 2 9 2 0 8

10 合 成 樹 脂 用 射 出 成 型 機 1 0 1 0 2 0

1 1 鋳 型 造 型 機 2 1 1 1 3

。十 5 4 5 3 6 5 2 3 9 7 1 1 2 2 0

届 出 工場 事業所 8 8 8 7 4 0 1 6 2 3 1

( 2 ) 騒音規制法に よ る 特定建設作業の 届出数

表 3 9 特定建設作業 の種類別届出数 ( 昭和5 1年度中 )

種 樹｣＼~＼＼市 名 鳥 取 市 米 子 市 倉 吉 市 境 港 市 討

1 〈 い打機等 を使用す る 作 業 1 6 2 2 9 4 5 1

2 び 上 う 打機 を使用す る 作業

3 さ く 岩 機 を 使用 す る 作業 9 4 2 1 5

4 空気圧縮機を使用する 作業 3 6 9

5 #‘ !‘- もぎ る解等黎
6 破 砕 機

。十 2 8 3 2 1 1 4 7 5

( 3 ) 鳥取 県公害防止条例 に よ る 騒音関係特定施設届出数

表 4 o 騒音関係特定施設届 出数 ( 昭和5 2年 3 月 末現在 )

施 設 名、＼~~市、 名 鳥取市 米子市 倉吉市 境港市 。十

ク ー J ソ グ タ ワ ー 1 2 5 1 1 6 2 3 1 2 2 7 6

届 出 事 業 場 7 0 7 4 1 1 9 1 6 4
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第 6 章 地 盤 沈 下

本県の地盤沈下は建設省国土地理院 が実施 した水準測量に よ っ て 、 鳥取市本町 (遷喬小学校 )

に あ る 1 等水準点で昭和 4 0 年 か ら 4 5 年 ま でに 1 3. 8 cm の沈下が観測 さ れた 。

ま た 、 環境庁 は昭和 4 6 年度 に地盤沈下 メ カ ー ス ム 研究会に 、 全国週査 を委止 し 、 鳥取平野

が そ の対象 と し て概况調査が な さ れた 。 県 で は 、 こ れ を契機 と して 昭和 4 8 年度 に専門家 に よ

る 地盤沈下協議会 を設置 し 、 昭和 4 9 年度 に水準点 5 点 を設置す る と と も に 国土地理院 に 水準

測量 を要請 し 、 昭和 5 1 年度に県 と 国土地理院で水準測量 を実施 した か 、 そ の結果は次の通 り

“ ゆ であ る o
昭和 4 9 年 6 月 ~昭和 5 1 年 6 月 の 鳥取市 の市街地の地盤沈下状況は 、 最大は田園町の-7. 6 3

cm ( 3. 8 2 cm/年 ) で 、 旧袋川 の沿岸で高 く 、 駅南 で は吉万一 08 2 cm ( - 0. 4 1 cm/年 ) 、

市立病院- 0 7 1 cm ( 一 0 3 6 cm /年 ) 、 職業訓練校- 0 6 4 cm ( 一 0 3 2 cm/年 ) と 沈下量

が少 な い。

な お 、 沈下の 原因 に つい て は 、 沈下状況か ら みて沖積層の う ち の 一番浅い所 に あ る軟弱 な 上

部粘土層 ( 層厚 5 ~ 1 o cm程度 ) の影響 を最 も受け て い る と 想定 さ れ る 。

表 4 0 昭和 4 9 年 6 月 ~昭和 5 1 年 6 月 の地盤沈下量

水準点

02 9 1 1 9

田 園 町

( 1 )

〔 島取県 〕

寿 町

( 西 中 )

0 0 9 2 0 9

松 並 町

0 2 9 1 1 8

西 町

1 0 6 7

本 町

( 遷喬小 )

( 3 )

〔 劇取県 〕

行 徳

( 慈眼寺 )

( 2 )

〔 鳥取県 〕

吉 方

温 泉 町

( 日進小 )

4 9 ~ 5 1 年

の 沈 下量

7 6 3

( 3 8 2 )

4 0 2

( 2 0 1 )

3. 7 8

( 1 8 9 )

3 4 3

( l 7 2 )

3. 4 1

( 1 7 1 )

2 8 5

( 1 4 3 )

1 8 2

( 0 9 1 )

水準点

1 0 6 8

景 福 寺

0 2 9 1 1 6

吉 方

( 4 )

〔 劇朧県 〕

幸 町

く市立痛め

( 5 )

〔 芻蚊県 〕

富 安

職 業

訓練校

1 1 2 1

立 川

(螂 )

1 0 6 6

吉 成

0 5 3 1 3 3

今 町

4 9 ~ 5 1 年

の沈 下 量

1 5 8

( 0 7 9 )

0 8 2

( 0 4 1 )

0 7 1

( 0 3 6 )

0 6 4

( 0 3 2 )

0 5 1

( 0. 2 6 )

0 4 3

( 0 2 2 )

0 4 1

( 0 2 1 )

困 ( ) は 1 年間の沈下量
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図 1 地盤沈下状況図
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圏霊園 年間沈下量 綱以上 如未満
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第 7 章 悪 臭

第 僅 節 悪 臭 の 現 況

悪臭防止の必要 な 地域 、 特に 広域 に悪臭 を発生す る 事業場 ま た は苦情の 多い事業場等 1 3 施

設 2 4 地点の測定 を実施 した 。 こ の捌査結果 を各悪臭物質 ( 5 物質 ) に つ い て み る と 、 ア ソ モ

ー ア は 当該地域の規制基準 を超 え た も の は養鶏業 1 施設 ( B 区域 に 立地 、 基準値 2 p皿以下 )

の みで他の業種は規制の最 も き び しい A 区域 ( 基準値 l p加以下 ) の基準以下で あ っ た 。

メ チ ル メ ル カ ブ タ ソ は 当該区域の基準 を超 え た の は 魚粉製造業 1 施設 、 養豚業 1 施設 ( A 区

ゆ 域 -こ 立地 、 基準値 o o o 2 皿以 下 ) で あ っ た が そ の他の業種こ つ い て も 比較的高い値で あ
っ た 。

硫化水素 、 硫化 メ チ ル 、 ト ノ メ チ ル ア ソ に つい て は 、 規制区域外の畜産団地にお い て硫化

メ チ ル が比較的高い値であ っ た が そ の他に つ いて は総て規制の最 も きび し い A 区 域 の 基準

( 硫化水素 0 0 2 p皿以下 、 硫化 メ チ ル 0 0 1 皿以下 、 ト ノ チ ル ァ ミ ソ 0 0 0 5 ppm以下 ) 以 下

で あ っ た 。

表 4 1 業種別悪臭物質測定結果

悪臭物質

業 ＼種＼＼ズ物ね
ア ソモ ー ア メチルメルグリブ9タ ソ 硫 化 水 素 硫化メ チル ト リ メ チルア ミ ソ

駄値
~最小値 議

鰍値
~最小値 鑓

最大値
~最小値 讓

髄但
~最小値 議

鰍値
~最小値 讓

畜 産 団 地
( 1 団 地 3 地点 )

P即

1 ~ 0. 5 2 . 5
o o 1 P皿
~0 0 0 2

3 5
0. 0 1 P卯
~ 0 0 0 0 4

2 5
0. 0 6 P加
~ND

3.5
0. 0 0 0 6 P即
~0 0 0 0 4

2

養豚 ･ 養鶏 場
( 4事業場 樹地点 )

3 ~0. 1 3 . 5
0 0 3

~0 0 0 1
4

0. 0 0 5

~0. 0 0 0 1
2

0 0 0 1

~ ND
2

0 0 0 1

~0 0 0 0 0
2

魚 粉 製 造 業
( 1事業場 3地点 )

1 ~ 0 3 2 . 5
0 0 0 3

~ 0 0 0 1
3

0 . 0 0 1

~ 0 0 0 4
2 ND 2

0 0 0 0 5

~ 0 0 0 0 2
2

下水し尿処理場
( 2事業場 田轤点 )

0 7 ~ 0. 3 2. 5
0 0 0 2

~0 0 0 1
2 5

0. 0 0 0 2

~0 0 0 0 1
2 N D 2

0 0 0 0 2

~0 0 0 0 1
2

と 畜 場
( 1 事業場 1 地点 )

0 8 2 . 5 0 0 0 1 2 5 0 0 0 0 3 2 ND 2 0 0 0 0 1 2

水 産 加 工 場
( 3事業所 引地晦 )

1 ~ 04 2 5
0 0 0 2

~ 0. 0 0 1
2 5

0 0 0 4

~0 0 0 3
2

0 0 0 0 5

~ ND
2

バ ル ブ製造業
( 1事業場 引地壕 )

0. 4 ~ 0. 3 2
0. 0 1

~ 0 0 0 5
3 5

0 . 0 1

~ 0 0 0 7
2

0. 0 0 4

~ 0 0 0 0 6
2 5

園 臭気強度は測定値の最大値に相当す る 度数であ る 。

測定地点は各事業場の敷地境界線上で と っ た 。 た だ し 、 ′ ･ ル ブ製造業 に つい て は 、 環
境 3 地点 であ る o
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ま た 、 悪臭 に関す る 苦情件数は昭和 5 1 年度 3 3 件で総苦情件数 1 8 0 件 の 1 8 3 % と な

て お り 、 前年度 ( 1 7. 9 % ) に比較 して 0 4 %増 と な っ てい る 。

地域別 にみ る と 都市部が 2 2 件 ( 6 6. 6 % ) で 、 業種別では畜産農業に よ る も の が最 も 多 く

3 0 件 ( 9 1 % ) で あ っ た 。

第 2 節 悪 臭 防 止 対 策

法令による規制

悪臭公害に つ い て は 、 昭和 4 6 年 6 月 1 日 悪臭防止法 が制定 さ れ昭和 4 7 年 5 月 3 1 日 か

ら施行 さ れた 。 こ の 法律は知事が規制の対象 と な る 地域 を指定 し 、 規制地域内 の事業活動に

伴 っ て 発生す る悪臭物質 につい て規制基準 を設定す る こ と と さ れ て い る が 、 現在規制対象 と

さ れ てい る の は ア ノ モ ー ア 、 チ ル メ ル カ ブ タ ン 、 硫化水素 、 硫化 メ チ ル及 び ト ノ メ チ ル ア

ソ の 5 物質であ る 。

ま た 規制地域の考 え方では 、 住居 が集合 して い る地域 、 学校 病院等の周辺 、 そ の 他悪

臭 を 防止す る こ と に よ り 住民 の生活環境 を保全す る 必要 が あ る と 認め ら れ る地域 を対象 に し

て お り 、 ま た 工業専用地域 は原則 と して規制 さ れな い 。

◇本県に お け る 規制の状況

o 規制区域 と 規制基準 ( 昭和 4 8 年 1 0 月 1 2 日 鳥取県告示第 7 6 7 号 )

ミミ群き ア ソモ ー ア
メ ラム ノレ メ ′し

カ ブ タ ノ
硫 化 水 素 硫化 メ チ ル

ト ′ メ チ ′し

ア ミ ソ

A 区 域

B 区 域

C 区 域

( 2 5 )

( 3 . 0 )

( 3 . 5 ) 1｣n′“□○
0 0 0 2

0 0 0 4

0 0 1

0 0 2

0 0 6

0. 2

0 0 1

0 0 5

0 2

0. 0 0 5

0 0 2

0 0 7

。 悪臭物質の 臭気強度別濃度 ( 単位 . p皿 )
6 段 階 臭 気 強 度

2 2 5 3 3 5 4

硫 化 水 素

メ チ ル メ ル カ ブ タ ン

ゾ メ チ ル サ ル フ ァ イ ト

ア ソ モ ー ア

ト ノ チ ア ノ

0 0 0 6

0. 0 0 0 5

0. 0 0 3

0 6

0 0 0 2

0 0 2

0 0 0 2

0 0 1

1

0 0 0 5

0. 0 6

0 . 0 0 4

0 、 0 5

2

0. 0 2

0 2

0 0 1

0 2

5

0 0 7

0 7

0 0 3

1

1 0

0 2
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o 規 制 地 域

告 示 年 月 日 区域の 区分 規 制 地 域

昭 4 8 1 0 1 2

告示 第 7 6 7 号

( 4 市 9 町 1 村 )

A ･ C

A ･ B

A

B

C

鳥取市 、 倉吉市 、 米子市 国府町 、 日 吉津村

東郷町

青谷町

鹿野町 、 三朝町 、 羽合町 、 赤碕町

郡家町 、 淀江町 、 境港市

昭 4 9 7 2

告示 第 5 7 1 号

( 5 町 )

A ･ B

A ･ C

B

C

東伯町

気高町

関金町 、 名 和町

八東町

2 悪臭防 止 対 策

悪臭公害は いわ ゆ る 感覚公害で あ り 大気中 に低濃度 で存在す る 有害物質 に よ り 引 き 起 さ れ

る も の で あ る か ら 、 防止策 を講ず る場合 の問題点 も 多 い。 悪臭 を法律 に基づ く 規制値以下に

低減 さ せた場合に あ っ て も 個人の嗅覚の異な る こ と か ら心理的 な被害程度が異な る 。 ま た 、

法律で規制 さ れて い る の は代表 5 物質 に限 ら れ て い る た め他物質 と の複合悪臭 も あ り 法規制

と 被害の実態 と の差が あ る こ と 、 さ ら に連続測定が不可能で あ る た め悪臭物質 を的確に は握

し難い等の 問題点 が あ る が 地域住民か ら苦情の あ る も の に つい て は発生原因者に対 し 、 施

設 、 作業方法等の改善叉は施設の 移転等悪臭被害 を 防止す る よ う 指導 して い る 。
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第 8 章 そ のほかの環境汚染物質

第 乍 節 休廃止鉱山 の 重金属

｢ 農 用 地 の 土壌 の 汚 染 防 止等 に 関 す る 法律 ｣ ( 昭和 4 5 年 1 2 月 2 5 日 法律第 1 3 9 号 )

て は 土 じ ょ う 汚染 の 原因 と な る 物質 と して 、 人の健康上問題が あ る も の と して カ ト ゥ ム を 、

農作物等生育上問題があ る も の と し て銅が指定 さ れ て い る 。

カ ト ゥ ム に つ い て は玄米中 の含有量 1 ppm以上 、 銅 に つい て は 土 じ ょ う 中 の 含有量が l 2 5

ppm以上 の も の を そ れぞ れ被害が あ る と さ れ て き た 。

休廃止鉱山 の な か で 、 現在 ま て鉱害 と して問題 に な っ た も の は 、 岩美町荒金の岩美鉱山 、 鳥

取市百谷 の百谷鉱 山で あ る 。

岩美鉱山 明倫 2 2 年 に 開坑 さ れた鉱山 で 、 銅 を含ん だ鉱水 は下流の小田 川流域の水田約20 0

ヘ ク タ ール に 被害 を 及ぼ し 、 昭和 4 6 ~ 4 7 年に かけ て 実施 した調査 て は 8 8 検体 の玄米の う

ち 2 2 検体 の玄米 に カ ト ゥ ム の 人為的 汚染 ( カ ト ミ ウ ム 0 4 ppm以 上 ) が認 め ら れた が 食品

衛生法で は食品 と し て 取 り 扱 われ な い カ ト ウ ム l ppm以 上の玄米 は認 め ら れ な か っ た 。 ま た ,

土 じ ょ う そ こ つ い て は米の収量 に影響 か あ る と 判断 さ れ る 1 2 5 ppm以 上 の銅 を 含有 し て いた 土 じ

よ う か 9 0 地点中 2 4 地点 あ っ た 。 県 て は鉱害対策 と し て昭和 4 7 ~ 5 0 年度に事業費 6 6 6 0 3

網 で鉱水処理施設 、 沈殿物堆積場の設置及び整備 、 捨石 た い積場の防護施設工事等 を行 っ た 。

さ ら に 昭和 5 1 年度 に は事業費 4 8, 8 0 0 網で 、 捨石 た い積場の整備 、 坑水処理施設の改修

工事等 を行 っ た 。

ま た 、 鉱 さ い 土砂 の流出防止 の た め の 荒廃砂防事業 と し て建設省 の補助 を う け て昭和 4 7 年

度 は 、 事業費 3 0 0 0 0 網 を も っ て砂防 ダム 嵩上工事 ( 嵩上 2 メ ー ト ル 、 延長 9 6 メ ー ト ル )

を実施 した 。

表 4 2 休廃止鉱山 下流の玄米 、 土 じ ょ ぅ の カ ト ゥ ム 銅 の調査結果

地 区 別 調査対象面積
｢

休

廃

止

鉱

山

玄 米 土 じ ょ う

調査年度調査検体数
カ ト ウ ム 調

査
検
体
数

銅

贋~窿 覊
1 O PPm

以上の

検体数

1 0 ~

0 4 PPmの

検体数
書~顧

1 25 ppm

以上の

検体数

岩 美 町
小 田 地 区

2 0 0 鑓 8 8
PPm PPm

0 89へ0 05 0 29
0 2 2 9 0

P皿 PPm

5 1 3 ム6. 7 97
2 4

4 6

4 7

鳥取市百谷
稲葉山地区

20 離 26
P皿 PPm

o 韓斗) 04 0 1 7
O 2 2 3

PPm PPm

8 2 7 へ5. 5 1 8 2
7

4 7

4 8
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百谷鉱山 開坑の歴史は古い鉱山 て 、 昭和 4 7 ･ 4 8 年度に 、 下流 2 0 ヘ ク タ ー ル に実施 し

た調査では 、 玄米 2 6 検体の う ち 、 人為的汚染 ( カ ト ゥ ム 0 4 ppm以上 ) の認め ら れた も の が

2 検体 あ っ た 。 土 じ ょ う で は銅 1 2 5 p皿以上 の も の が 2 3 地点の う ち 7 地点認め ら れた 。

鉱害対策 と し て百谷鉱業㈱は 、 昭和 4 8 年 に銅の高 汚染地域 1 1 ヘ ク タ ールの客土事業 と 坑

口 の完全閉鎖 、 農業用水路 の新設等 を行い現在に至 っ て い る 。

その他、通商産業省 の 委託事業て 昭和 4 8 年度 に 8 鉱山 〔 久運 ( 銅 ) 、 日 野上 ( ク ロ ム ) 、 大

江山 ( ク ロ ム ) 丹比 ( マ ン カ ソ ) 、 関金 ( モ ノ ブプ ノ ) 、 高城 ( モ ノ ブ プ ノ ) 、 倉吉 ( ウ フ

ソ ) 、 穴鴨 ( ウ フ ノ ) 〕 、 昭和 4 9 年度 に 6 鉱 山 〔 智頭 ( マ ン カ ン ) 、 大取 ( マ ン カ ン ) 、 大

の 伊谷 ( マ ン ヵ ソ ) 、 日 進 ( モ ノ ブ プ ソ ) 、 高姫 ( タ ソ グ ス プ ノ ) 〕 、 昭和 5 0 年度間 f鉱山 饒
二 日 野上 ( ク ロ ム ) 、 神与 ( マ ン カ ソ ) 、 因幡社水谷 ( マ ン カ ノ ) 、 東郷 ( ウ フ ソ ) 、 八頭 ( ヶ

イ 石 ) 、 若桜 ( ケ イ 石 ) 、 三朝 ( ケ イ 石 ) 武庫 ( ケ イ 石 ) 、 江尾 ( ケ イ 石 ) 〕 -こ つ い て抗排

水 、 利水点の 水質 、 坑 口 の危険性の有無 、 た い積場の た い積状態等につ いて 詞査 を行 っ た 。

そ の結果は次の と お り で あ る 。

( 1 ) 水質 に つ い て

因 幡 社 水 谷鉱山 の PH が低いが 重金属は利水点ではいずれ も 環境基準 を満足 して お り

問題は な い 。

( 2 ) 坑 口 の 危険性の有無 に つい て

澗査 し た 9 鉱山 は開 口 し て い る坑 口 が有 る が容易 に近づ く こ と が で き な い も の が多い 。 し

か し 、 八頭鉱山 、 神与鉱山及び江尾鉱山は坑 口 が道路 に近 く 坑 口 に 入 る 危険があ る と いえる 。

( 3 ) た い積場 に つい て

たい積場 に つい て は 、 当面崩壊 の危険は な い 。

第 2 節 水銀等重金属類 の 汚染状況

水銀等に よ る 環境汚染 、 食品汚染の実態 を知 る た め 、 農用地 1 3 地点に つ い て の 土 じ ょ う 、

農作物並び に県 内魚介類 1 5 検体 、 県外魚介類 3 0 検体 に つい て 魚介類調査 を行 っ た 。 そ の結

果 は表 4 3 ~ 4 4 の と お り で あ る 。

牟 土 じ よ う 、 農作物圀査

水田 1 0 地点 、 畑地 2 地点 、 樹園地 1 地点 。十 1 3 地点 につ い て 土 じ ょ う 1 3 検体 、 玄米 1 0

検体 、 サ ン マ イ モ サ ト イ モ ･ 梨各 1 検体に つい て 、 カ ト ゥ ム ひ 素 ･ 鉛 ･ 銅 亜鉛 の調

査 を行 っ た 。 そ の 結果 、 ｢農用地の土壌汚染防止等 に 関す る 法律｣ に 定め る 農用地 ( 田 に限

る)±じ よ う 汚梁衣･憔℃地域の指定要件であ る 水田の土じ よ うのひ素 1 5 p卿 、 銅 1 2 5 p皿並びに玄米の

カ ド ゥ ム の基準値 1 p抑 を 上回 る も の は な く ま た サ ツ マ イ モ サ ト イ モ 梨に つ い て も 問

題 と な る 数値 は検出 さ れ て い な い o
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表 4 3 土 じ う 農作物調査 ( 単位 p皿 )

調 査 地 域

土 じ ょ う 農 作 物

備 考
カ ド ミ

ウ ム
ひ素 鉛 銅 亜鉛

カ ド ミ

ウ ム
ひ素 鉛 銅 亜鉛

水田

岩 美 町 恩 志

鳥 取 市 橋 本

郡 家 町 麻 生

智 頭 町 智 頭

羽 合 町 長 瀬

倉吉市上古川

大 栄 町 島

大 山 町 坊 領

西 伯 町 阿 賀

溝 口町金屋谷

0 5

0 2

0 3

0 2

0 3

0 4

0 2

0 2

0 2

0 4

1 4

1 9

1 1

0 6

1 8

1 8

1 9

0 7

0 8

2 1

7 4

2 1

2 1

2 7

1 6

1 0

1 1

1 1

2 4

2 2

2 9 0

6 8

7 9

4 3

5 8

1 4

4 7

1 9

4 2

0 2

1 9. 4

3 0

1 0 9

1 1 1

1 L 4

6. 1

6 6

1 1 6

9 0

1 1 9

0 1 4

0 1 6

0 . 0 5

0 0 5

0 0 5

0 0 7

0 0 6

0 0 5

0 2 0

0. 0 5

0 1 0

0 0 8

0 0 3

0 0 7

0 1 4

0 1 9

0 1 0

0 0 4

0 0 5

0 0 5

0 1 4

0 1 2

0 0 8

0 0 4

0 0 5

0 1 0

0 0 5

0 0 5

0 0 7

0 0 7

2 8 5

2 7 2

1 . 7 7

2 1 2

0 5 7

2 5 0

1 8 7

1 6 2

3 0 0

1 1 0

1 7 5

1 7 6

1 5 8

1 7 4

1 6 8

1 6 0

1 5 1

2 0 8

2 0 3

1 7 3

玄 米

畑地
鳥 取 市 堀 越

名 和 町 門 前 0 20 2 Mm
2 6

1 5 4 00 2
2 8 6

4 9

0 0 2

0 0 2

0 0 0

0 0 0

0 0 7

0 0 7

0 5 9

0 6 0

2 0

1 3

サ ンマイ モ

サ ト イ モ

横園地 東郷町 中興寺 0. 4 7 4 1 7. 2 1 4 0 0 1 7 7 0 0 1 0. 0 0 0 0 9 0 5 8 0 5
2 0世紀梨
(芯 な し )

国 昭和 5 1 年度県農業改良課調査

2 魚 介 類 圏 査

県内産魚介類 1 5 検体 、 県外産魚介類 3 0 検体 につ い て総水銀の調査 を行 っ た が いずれ

も 暫定的規制値 ( 昭和 4 8 年 7 月 2 3 日 厚生省暫定的規制 ) 総水銀 0 4 p皿 を 下回 っ て い る 。

表 4 4 魚 介 類 調 査

区 分

総 水 銀
備 考

検体数 適 不 適 最高値 最低値 平均値

県内水場魚介類

県外水場魚介類

。十

1 5

3 0

4 5

1 5

3 0

4 5 nUnUnU
P皿

0 2 8

0. 1 4

PPm

不検出

不検出

P皿

0. 0 6

0 0 4

暫定的規制値

総水銀 0 4 P皿

園 昭和 5 1 年度県衛生課調査
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第 3 節 P C B の 汚染状況

亢B に よ る 食品 の 汚染の実態 を知 る た め暫 定 的 規制値 の 設 け ら れ て い る 食品 5 8 検体の 覊査

を行 っ た が いずれ も 暫定的規制値 ( 昭和 4 7 年 8 月 2 4 日 厚生省暫定的規制 ) を下回 っ て い

た 。

表 4 5 食品雌汚染凋査

種 類 別 総検体数
検 出 値 醐

規制値

PPm

適 不適 備 考
最高値

PPm

最低値
PPm

平均値
PPm

角トヂ類
県内水場

遠洋沖合魚介類 9 0 0 6 N D 0 0 1 0 5 9 0 遠洋 い か 、 さ ば 、 か れ
い 、 ズ ワ イ ガ ー 、 た ち
う お 、 むつ 、 か つお 、
と び う お 、 は た 、 しい
ら 等

内海 : い わ し 、 あ じ 、 は
ま ち 、 か ま す 、 た い 、
こ の しろ 、 き だい 、 す
ず き 、 の ど ぐ る 、 た ち
う お 、 さ わ ら 、 い な等

内海内湾 “ 6 0 1 0 0 2 0 0 4 3 6 0

県外水場
遠洋沖合 ク 1 7 0 0 5 N D 0 0 1 0 5 1 7 0

内海沖合 “ 1 3 0 3 N D 0 0 6 3 1 3 0

。十 4 5 //// 4 5 0

牛 乳 5 ND ND ND 0 1 5 0 県下 東中西学校給食用

乳 製 品 2 0 0 4 0 0 l 0 0 3 1 2 O 全粉乳 、 バ タ ー

肉 類 3 0 0 1 N D く 0 0 1 0 5 3 0 牛 肉 、 豚肉 、 鶏肉

卵 類 3 0. 0 2 0 0 2 0 0 2 0. 2 3 0 鶏卵

。十 5 8//// 5 8 O

園 昭和 5 1 年度県衛生課調査
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第 9 章 廃 棄 物

経済の成長 、 国民生活の 向上等に伴 う 廃棄物の量的増大 と 質的変化に は著 しい も のがある が

こ れ ら に対処す る た め昭和 4 5 年 1 2 月 廃棄物 の処理及び清掃に関す る 法律 ( 以下 ｢廃棄物処

理法 ｣ と い う の が制定 、 公布 さ れ翌年 9 月 施行 さ れた 。

廃棄物 は 、 日 常生活の 中か ら排出 さ れ る も の を 中心 と す る 一般廃棄物 と 、 事業活動に伴 っ て

排出 さ れ量的叉は質的 に問題 と さ れ る 産業廃棄物 に分類 さ れ る 。

一般廃棄物及び産業廃棄物はそ れぞ れの処理体制へ帰属する こ と と な る が 一般廃棄物の処

理 は 、 市町村の固有事務 と さ れ 、 他方産業廃棄物 は事業者の 処理責任 が明定 さ れ て い る 。

第 乍 節 一般廃棄物 の 現況

一般廃棄物は 、 し尿 と ごみに 大別 さ れ る が こ れ ら の 処理に つ い て市町村 は 、 廃棄物処理法

第 6 条 に基づ き処理区域 を定 め 、 当該地域内 に お け る 一般廃棄物 の処理に つい て所定の 。十画 を

策定実施す る こ と と な っ て い る 。

。十画処理区域は 、 昭和 5 1 年度末現在で 、 全世帯数の 9 8 8 % と 、 ほぼ県下 の 全域に及 んで

い る 。

。十画収集 さ れた一般廃棄物 を適正処理する た めに は 、 処理施設が必要 と な る が 施設の整備

に つ いて は 、 廃棄物処理施設整備緊急措置法に基づ き 、 国 が定 め る 廃棄物処理施設整備 。十画 に

の っ と り 整備事業の推進 を図 る と と も に 、 こ れ に 対応 した 処理体制の強化に努 め て い る 。

増 し 尿 処 理

し尿 の処理に つい て は 、 公共下水道の整備 に よ り 下水道終末処理場で処理す る こ と が最 も

望 ま しい が 下水道が普及 し て い な い地域に お いて は 、 し尿浄化そ う が普及 し つつ あ る 。

し か し 、 大半の家庭 は 、 汲取便所であ り 、 浄化そ う 汚でい 汲取 し尿 を衛生処理す る た め 、

し尿処理施設の整備が必要で あ る 。

し尿の処理状況につ い て は 、 図 1 8 に示す と お り で あ る が 、 市町村の収集 。十画 に よ り 収集

さ れて い る も の は 、 総排出量の 7 1 2 % 、 し尿浄化そ う “こ よ り 処理 さ れて い る も の は 1 2. 4 %、

残 り の 1 6. 4 % の農山村部 を中心 と し た地域では 、 自 家処理に依存 し てい る 。

し尿処理施設の整備状況及び稼動状況は表 4 錠こ示す と お り で あ る が 、 人 口 の推移及び施

設の老朽化等 に伴 な う 新増設及び更新等 を検討 して ゆ く こ と と し て い る 。

一 6 2 一



図 1 8 処理 。十画区域内 に お け る し尿処理状況 ( 昭和 5 1 年度 )

自 家処理

4 2, 6 0 7髭%年

1 6 4 %

し尿浄化そ う し尿処理施設

3 2, 2 6 0 “〆年 処 理 計 画 l 5 6, 8 9 2 を“/年
区 域 内 排 出 量

1 2 4 % 6 0 2 %

2 6 0, 4 4 5 を“年

1 0 0 %

下水道投入

2 8 6 8 6 影ソ年

1 1 0 %
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表 4 6 し尿処理施設の整備状況
( 昭和 5 2 年 3 月 末現在 )

設置主体名 施設の名称 施 設 の 所 在 地

A

施設の

規 模

@“朗日 )

処理方式 動始月稼開年
B

昭和 5 1
年度中の
年間処理
実 績

@“イ年)

B

A x 3 6 5
残渣量

( tメリ

備 考

鳥取県東部衛生

施 設 組 合
因 幡 浄 苑 鳥取市秋里 1 0 3 7 番地 1 2 0

一 段 活 性

汚 で い
4 6 1 1 3 5 , 0 8 8 0 8 0 5 9

中部市町村共同

施 設 管 理 組 合
日 の 宮 浄 苑 倉吉市小 田字 日 の宮 3 番地 1 2 0 嫌気性消化 4 6 4 4 1 6 5 5 0 9 5 1 , 3 5 6

米 子 市 ほ か

9 か 町 村

衛生 施 設 組 合

米子市浄化場 米子市安倍 2 1 4 番地

5 6

嫌気性消化
/散 水、
、ろ床法ノ

3 9. 1 1 1 ,6 4 8 0 5 7 5 7 0

1 2 0 好気性消化 4 9. 1 2 3 0 4 5 9 0 7 0 1 , 5 6 0

白 浜 浄 化 場 西伯郡淀江町中間 8 5 6 番地 8 0 好気性消化 4 2 4 2 0, 2 5 4 0 6 9 1 , 1 4 0

境 港 市 境港市浄化場 境港市小篠津町無番地 5 6 嫌気性消化 3 9. 4 1 4 , 5 2 5 0 7 1 4 0 5

日鞘 ･衞 ･
日 南町衛生施設
組 合

清 化 園 日 野郡江府町大字佐川 2 番地 1 4
二 段 活 性

汚 で い
4 7 4 3, 2 6 3 0 6 4 3 2

。十 5 6 6 / 1 5 6, 8 9 2

平均
0 7 6 5 1 2 2



2 ご み 処 理

地域住民の 日 常生活 に伴 っ て排出 さ れ る ごみは 、 そ の暈 質 と も に増大 、 多様化の一途 を

辿 っ て い る が 市町村では こ れ ら の ごみ に つい て収集 運般 ･ 処理及び処分 に至 る 一連の作

業 を 一定の 処理計画 の中 で定め て い る 。

ご み は可燃物 と 不燃物 に大別 さ れ る が 不燃物 に つ い て は圧縮破砕機に か け て減客化 し 、

最終的に埋立て ら れて い る 。

可燃物 に つ いて は 、 焼却施設 に おい て焼却す る こ と と し て い る が 施設の老朽化 ･ 人 口 の

季節的 な増減等に よ り 、 施設の能力 の範囲 内 で処理 し き れ な い場合 も 見受 け ら れ る の で 、 今

) の 後施設 の整備こ つい て更 に検討 を重ね る 必要が あ る 。
市町村に よ る 施設の整備状況及び その稼動状況に つい て は 、 図 1 9 及び表 4 7 に示す と お

り で あ る 。

図 1 9 処理 。十画 区域内 に お け る ごみ処理状況 ( 昭和 5 1 年度 )

自 家処理

そ の他 1 9, 4 3 8
　　　

4 1多年 1 0 2 %

ごみ焼却

処 理 。十 画 処理施設

埋立処分 区 域 内 排 出 量 1 05, 5 0 9 tメ年1 9 0, 1 6 3 t/年

) 勢 6 1 , 1 o o tメ年 1 0 0 % 55 5 %
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表 4 7 ごみ処理施設 ( 粗大 ご み処理施設 を除 く ) 整備状況 ( 昭和 5 2 年 3 月 末現在 )

設置主体名 施設の名称 施 設 の 所 在 地

A

施設の
規 模
(t/在日 )

炉 型 式
稼動開始

年 月

晶和 5 ,
笙度鷲
処理実績

稼 動 率
B

Ax稼動日数

残渣量 備 考

鳥 取 市 神 谷 清 掃 工 場 鳥取市西今在家 2 2 7 1 8 0 連続燃焼式 4 9 1 1 2 9, 3 5 0 0 5 4 3, 2 7 9

国 府 町 こ く ふ 浄 苑 国府町岡益 5 2 4 ･ 5 2 5 6 鴻械雑 4 6 1 2 1 , 2 7 7 0 8 5 6 5

岩 美 町
岩 美 町
ご み 焼 却 場

岩美町大字浦富 36 5 6 固定ハ ノチ式 4 5 4 1 , 3 8 1 0 7 6 1 3 8

福 部 村 福 部 浄 苑 福部村大字中 1 0 9 6 鳩械蟻 5 0 4 6 1 7 0. 3 4 6 1

河 原 町
河 原 町
ご み 処 理 場

河原町大字郷原 4 3 4 2 5 齪ハ ノ拭 4 6 4 1 , 7 2 7 1 1 7 1 9 0

若 桜 町
若 桜 町 営
塵 芥 処 理 場

若桜町大字浅井 1 0
機 械 化
バ ノ チ 式

5 1 5 1 , 5 1 7 0 5 5 7 5

智 頭 町
智 頭 町
じ ん 芥 処 理 場

智頭町大字市瀬 1 6 4 3 2 8 固定ハ ノ共式 4 4 6 2, 3 3 7 1 0 4 2 7 5

八 頭 東 部
衛生 施 設 組 合

組 合 立
ご み 処 理 場

船岡町大字水 口 1 4 2 2 2 0 鳩械繋 5 0 1 0 1 , 9 4 4 0 3 3 3 7

佐 治 用 瀬
ごみ処理施設組合

れ7
佐治村大字葛谷字水工谷

4 7 8 2
6 んン 4 8. 7 9 7 7 0 5 9 9 8

気 高 郡
衛 生 施 設 組 合

イン
気高町大字八束水

字 ガ ー ガ谷
2 0 イツ 4 9 4 5, 1 7 1 0 8 6 4 6 5

中部市町村共同

施 設管 理 組 合

向 山 清 掃 工 場 倉吉市和田 東町 89 3 3 6 乙ツ 4 4 8 8 6 6 0 0. 8 8 1 , 1 7 4

東 伯 清 掃 工 場 東伯町田越 1 0 4 5 0 4 9 . 1 2 7 , 8 4 5 0 5 8 7 8 5

赤 碕 分 場 赤碕町箆津 5 1 4 2 5 イン 4 5. 3 4 0 5 0 2 8 4 1

。

お

米 子 市
米 子 市 営

塵 芥 焼 却 場
米子市長砂町 9 4 6 1

6 0
機 械 化
ハ ノ チ 式

4 6. 1 0 1 6, 9 3 0 1 0 4 3 0 1 2

2 0 固定バ ノチ式 4 0 1 6 0 6 0 l 0 5 6 0 6

境 港 市 境 港 市 営
塵 芥 処 理 場

境港市福定町 6 7 3 5 0 税械磐 4 1 4 8,8 0 7 0 5 9 2 , 8 1 3

西伯町外 2 か町
清掃施曵設管堆組合 新宮谷 焼 却 場

西伯町大字法勝寺
字新宮谷 2 2 1

7 イン 4 7, 5 1 , 0 3 6 0 7 1 2 0 7

日 吉 津 村 日 吉 津 村
塵 芥 処 理 場 日 吉津村大字 日吉津 1 8 6 6 3 固定バ 斤式 4 4 2 3 7 4 0 4 2 6 0

淀 江 町
淀 江 町
ご み 焼 却 場

淀江町大字西原 1 3 3 0 5 5 乙ツ 4 4. 5 1 , 7 6 5 0 9 7 2 5 5

大 山 町
大 山 町
じ ん 芥 焼 却 場

大山町上方 2 1 2 5 乙ツ 4 6 9 7 4 8 0 4 2 1 4

名 和 町
名 和 町

塵 芥 処 理 場
名 和町大字大塚 8 7 7 2

5
機 械 化
バ ノ チ 式

5 1 4 1 , 4 1 8 0 9 2 6 0 0

3 固定バ ノチ式 4 4. 4 1 4 4 0 5 0 1 9 0

中 山 町 中 山 町 営
塵 芥 処 理 場

中山町羽 田井字中山原
1 4 1 9 2 2 6

5 獲礼 装 4 9 7 1 , 3 0 8 0 8 6 4 7

日 野 町
日 野 町
じ ん 芥 処 理 場

日 野町黒坂 1 8 7 3 固定ハ ノチ式 4 5 7 8 8 3 0 9 8 9

日 南 町
日 南 町
ご み 焼 却 場

日 南町生山 4 5 0 7
機 械 化
バ ノ チ 式

4 8 5 6 8 4 0 3 6 7

江 府 町
江 府 町
塵 芥 処 理 場

江府町江尾 47 5 2 固定バ ノ ラ式 4 5 2 7 1 8 0 8 4 3

溝 口 町
構 口 町
ご み 処 理 場

溝 口 町上野 カ マ 谷 1 1 0 1 7 5 0 4 1 , 4 2 6 0 6 7 1 4

。十 5 4 0

/ 1 0 5, 5 0 9

平 均

0 6 9 1 4 5 2 0



表 4 8 粗大 ごみ処理施設
( 昭和 5 2 年 3 月 末現在 )

設置主体名 処理場名 型 式

A

公称能力

( tハ日 )

稼動開始

年 月

B

年間処理実績

( t /年 )

。十量

C

稼動 日 数
C

3 6 5

B

A X C
備 考

東部広 域 行 政

管 理 組 合
高草清掃工場 破 1 5 0 4 7. 8 1 6, 6 0 5 無 2 9 7 0. 8 1 0 3 7

中部市町村共同

施設管 理 組 合
向山清掃工場 併 5 0 4 8 4 2 8 8 7 有 2 7 2 0 7 5 0 2 1

西 部 広 域 行 政

管 理 組 合
中 海 処 理 場 併 6 0 4 8. 8 7 , 4 3 3 有 2 9 7 0 8 1 0. 4 2

。十 / 2 6 0 2 6, 9 2 5 //
廷 8 6 6

平均 2 8 9
平均 0 7 9 平均 0 3 6



3 最 終 処 分 地

収集さ れた廃棄物は、 物理的 ･ 化学的叉は生物学的 な 手段 に よ り 減量 安定化 さ れ 、 生活環

境の保全上支障 の少 な い も の と し て 自 然の受容能力 の 中 に包含 さ れ な け ればな ら な い 。

具体的 に は 、 市町村が設置 し て い る 廃棄物処理施設か ら排出 さ れ る 焼却残灰及び収集 さ れ

た 不燃物 を処分す る 最終処分場 ( 埋立処分地 ) が必要 と な る 。

市町村が確保 し て い る 最終処分場は表 4 9 るこ 示す と お り で あ る が 、 今後生活様式の 変化等

に 伴 う 排 出 ごみに 含 ま れ る 不燃物の 増大及び既設 の最終処分場の埋立完了等に 伴い新た な 用

地確保 を検討 し て ゆ く 必要が あ る 。

の
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表 4 9 ごみ埋立処分地整備状況
( 昭和 5 2 年 3 月 末現在 )

市町村名 埋 立 地 名 所 在 地
埋立開始

年 月

埋立終了

予定年 月

面 積

(m2)

全体容量

(艀)

残余容量

(m3)

埋立実績

( tメ年 )
備 考

鳥 取 市
晩 稲

不燃物 処 理 場
鳥取市晩稲 5 3 5 1 7 6 0 7 4 0, 5 3 7 1 , 2 0 1 , 6 1 1 1 , 1 7 2 , 4 6 9 2 9 , l 4 2

東部広域行

政管理組合
高 草 清 掃 工 場 鳥取市里仁 6 37 1 8 4 7. 8 5 4 . 7 1 0, 0 0 0 1 0 5, 0 0 0 3 7 , 8 0 0 1 6, 6 0 5

岩 美 町
岩 美 町

不 燃 物 捨 場
岩美町大字浦富字域 ノ 谷 4 5 5 5 4 3 1 0,0 0 0 1 8, 0 0 0 3 , 0 0 0 2 , 3 8 4

国 府 町 こ く ふ 浄 苑 国府町大字岡益 4 6. 1 2 6 0 3 3, 1 5 2 6, 0 0 0 5 , 6 6 7 1 7 5

河 原 町
河 原 町

ご み 埋 立 地
河原町大字中井 4 7 4 5 7 3 5 , 7 0 0 9, 6 0 0 6 , 0 2 5 5 3 7

若 桜 町
若 桜 町 営

不燃物 処 理 場
若桜町大字浅井 4 6 4 5 5 3 4 , 0 0 0 2 0, 0 0 O 1 2 , 9 2 4 7 2 2

佐治 ･ 用 瀬
ご み 処 理

施 設 組 合

八 頭 西 部 暫 定

ご み 処 理 施 設
用瀬町鷹狩 4 8. 7 5 3 3 2 , 1 0 0 4, 2 0 0 6 0 0 3 , 8 0 0

中部市町村
共 同 施 設
管 理 組 合

向 山 埋 立 地 倉吉市和田 東町 4 4. 8 5 2 3 6, 0 0 0 1 7, 0 0 0 O 4 , 0 6 1

東 伯 埋 立 地 東伯町大字田越 4 9 1 2 6 0 3 1 0, 0 0 0 1 0, 0 0 0 9 1 , 0 0 0 7 8 5
中部市町村
共 同 施 設
管 理 組 合

の

不 燃物 処 理 場 赤碕町大字帽子取 4 5. 4 5 1 1 0 1 , 0 0 0 1 2 ,0 0 0 0 2 6 7

境 港 市 不 燃 物 埋 立 地 境港市渡町 1 1 9 4 6 5 5 5. 3 1 1 ,8 2 7 3 5,4 8 1 3 , 0 0 0 3 2 4 8 1

淀 江 町
佐 陀

不燃物 処 理 場
淀江町大字佐陀字灘浜 5 1 4 6 0 3 8 9 2 3 , 5 7 0 3 3 4 5 2 5 5

米 子 市

中 海

処 理 場
米子市陰田 祇園町地先 4 8 8 6 2 3 2 3 3 ,0 0 0 9 4 1 , 6 0 0 7 9 1 , 6 0 0 7 , 8 0 4

大 篠津 埋 立 場 米子市大篠津 5 1 1 5 4 1 1 4, 0 0 0 4 2 0 0 0 2 1 , 0 0 0 3 1 4 7

日 吉 津 村
日 吉 津 村

灘 浜 埋 立 地
日 吉津村 日 吉津 4 6 4 5 4 3 3 0 0 9 6 0 1 3 3 6 0

中 山 町 中 山 町 埋 立 地 中山町下田 7 7 4 3 5 1 7 5 2 1 2 2 6 4 2 6 4 6 0 4 7

西 部
広 域 行 政
管 理 組 合

米子市祇園町沖 米子市祇園町 2 丁 目 4 7. 1 1 5 5 3 2 3 5 , 7 0 0 9 4 1 , 6 0 0 6 0 0,0 0 0 2 8, 8 0 0

西 伯 町 外
2 か町清掃
施 設 組 合

組合 立 埋 立 地 西伯町大字法勝寺 4 7 5 5 2 3 2 2 5 2 ,2 5 0 O 2 0 7

江 府 町
江 府 町

埋 立 処 分 地
江府町大字河原 4 5. 2 5 3 . 3 1 P O O 1 ,2 0 0 9 3 0 6 5

合 。十 // 5 8 9, 6 9 7 3 , 3 7 2 , 3 3 6 2 , 7 4 9 5 5 3 1 3 1 3 4 4



4 し尿浄化そ う の現状

生活水準の 向上 、 生活様式 の変化に伴な い 水洗便所化への動 き は と みに高 ま り し尿浄

化そ う の設置基数は急激 に 増加 して お り 昭和 5 1 年度末 に は 1 0, 5 2 2 基の 設置基数 を教 え

て い る 。

しか し 、 こ れ らの u尿浄化そ う は 、 必ず し も 維持管理等が適切 に行わ れて い る も の ばか り と

は言 えず 、 そ の放流水 に よ る 公共の 水域の 水質 の汚濁 、 悪臭 の発生等が問題 と な っ てお り

こ れが維持管理に つ い て は十分な監視指導体制 を整備 し て ゆ かな け ればな ら な い 。

し尿浄化そ う の脛年度設置基?数、 鵺勘所自転設置基数は それそ れ図 2 0 及び表 5 0 に 示す と お り で

あ る 。

図 2 0 歴年度 し尿浄化そ う 設置基数

2, 9 9 6

2, 5 47

2 0 5 6

1 , 0 2 9 1 , 3 6 8 1 , 3 7 3

3 7 3 8 3 9 4 0 4 1 4 2 4 3 4 4 4 5 4 6 4 7 4 8 4 9 50 5 1

年
度 “ “ “ “ “ “ “ “ “ “ “ “ “ “
末
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表 5 0 保健所別 し尿浄化そ う 設置基数 ( 昭和 5 2 年 3 月 末現在 )

＼＼邁進財人そ う
鳥 取 郡 家 浜 村 倉 吉 米 子 根 市 合 。十

~ 2 0 2 0 3 7 4 0 2 1 5 1 1 , 5 6 9 3 , 2 5 8 1 0 0 7 , 5 1 7

2 1 ~ 1 0 0 5 0 7 8 0 4 6 6 2 3 1 0 5 2 5 5 2 , 3 6 3

1 0 1 () 3 0 0 1 2 5 2 6 2 1 1 3 3 2 0 5 2 5 5 3 5

3 0 1 () 5 0 0 1 7 4 4 2 2 3 2 4 8 3

小 。十 2 6 8 6 5 1 2 2 2 2 2 , 3 4 7 4 5 4 7 1 8 4 1 0 4 9 8

5 0 1 () 1 , 0 0 0 8 O l l 7 0 1 7

1 , 0 0 1 ^) 2, 0 0 0 0 O O 3 l 5

2 0 0 1 () 3, 0 0 0 O 0 O 1 l 0 2

小 。十 9 O 1 2 1 1 1 2 4

合 。十 2, 6 9 5 5 1 2 2 2 3 2 , 3 4 9 4 , 5 5 8 1 8 5 1 0 5 2 2

第 2 節 産業廃棄物 の 現 況

近年生産活動の拡大 と 国民消費生活の 向上に よ り 各種産業 か ら発生す る 産業廃棄物の 量は著

し く 増加 し 、 ま た 質的に も 大 き く 変化 し て い る 。 特 に 不燃性 、 難燃性 、 あ る い は有害物質 を含

む等処理困難な 廃棄物が毎年増加す る傾向 に あ る 。

こ れ ら産業廃棄物 の処理 に つい て 、 廃棄物処理法 は第 一義的 に排出事業者の処理責任 を 現定

し 、 事業者 に そ の産業廃棄物 を 自 ら 処理す る 義務 を課 して い る 。 ま た 、 都道府県知事 は そ の管

轄す る 区域内 の産業廃棄物 に関 し総合的 な 処理。十画 を策定 し な け ればな ら な い こ と と してい る 。

り 本県 に お い て は 、 こ の規定 を受 け て昭和 5 0 年 2 月 1 4 日 付 け で 鳥取県産業廃棄物処理 。十面
を策定 し 、 次い で こ れが実施の 円滑 を期す た め 、 同年 9 月 5 日 産業廃棄物処理。十画実施指導方

針 を定め た o

こ の 中で早急 に処理対策 を講 じ る 必要の あ る 産業廃棄物 6 品 目 を と り あ げ 、 逐次処理体制の

整備 を検討す る こ と と し てお り 、 各廃棄物 ご と るこ 処理専門部会 を設置 し 、 廃棄物の排出状況等

の実態崗査及び 処理体制の整備等の検討 を重ね て い る 。
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表 5 1 産業廃棄物専門部会 一覧表

産業廃棄物の種類 現 状 専 門 部 会

廃 油

( カ ソ ノ ソ ス タ ソ ト 、

自 動車整備工場か ら排

出 さ れ る も の )

古 タ イ ヤ

メ ノ キ ス フ ノ ソ

表面処理 ス フ ノ ノ

廃 ブ フ ス チ ノ ク

( 農業用 廃 プ フ ス チ

ク 類 )

家畜ふ ん尿

土砂 ･ が れ き 類

( 建設廃材 )

カ ソ ノ ノ ス タ ノ ト 2 6 4 箇所

自 動車整備工場

自 動車整備振興会 39 4 箇所

自 動車販売店協会 2 3 箇所

小 。十 4 1 7 箇所

4 9 年 末 自 動車保有台数

1 48, 8 9 6 台

メ ノ キ施設 5 箇所

表面処理施設 l 1 箇所

園芸用 プ フ ス チ ク

1 5 1 4 ト ノ ノ月

農業用肥料袋 34 0 ト / /月

畜産経営環境保全対策実施方針

47 1 1 2 0 農林部長通知

処理希望量 1 , 1 1 4 ト ノ ノ月

廃伯 古 タ イ ヤ 関係

( 5 0 1 1 1 8 設置 )

メ ノ キ 表面処理 ス フ ノ ノ 関係

( 5 0 1 1 1 9 設置 )

擬そチ ク 家畜ふ ん尿( 5 0 1 1 2 0 設置 )

建設廃材関係

( 5 0 1 1 2 1 設置 )

専門部会の構成

o 廃油 ･ 古 タ イ ヤ 関係

鳥取県経済連 自 動車燃料課 、 鳥取県 自 動車整備振興会 、 鳥取県石油商業組合 、

鳥取県 自 動車 タ イ ヤ 商業組合 、 鳥取県ハ ス 協会 、 鳥取県 ト フ ノ ク 協会 、

鳥取県乗用 自 動車協会 、 鳥取県 自 動車販売店協会 、 環境保全課

ノ キ ス フ ノ ン 表面処理ス フ ノ ツ関係

鳥取三洋電機㈱本社 、 旭鍍釣㈱ 、 鳥取旭工業㈱、 堀鍍金工業所 、

環境保全課 ( 鳥取保健所 、 米子保健所 )

廃 プ フ ス チ ノ ク ･ 家畜 ふ ん尿関係

鳥取県経済連畜産課 、 同資材課 、 鳥取県農協中央会団地推進室 、 東伯町 、 大栄町 、

赤碕町 、 農政課 、 農業改良課 、 農産園芸課 、 畜産課 、 環境保全課 ( 倉吉保健所 )

o 建設廃材関係

鬮 鳥取県建築士会 、 曲 鳥取県建設業協会 、 鳥取県建築連合会 、

鳥取県波 。十監理協会 、 鳥取県 イ ノ プ ノ ア 事業協同組合 、 鳥取県左官組合連合会 、

建設省 鳥取工事事務所 、 管理課 、 建築課 、 営繕課 、 環境保全課
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第 1 0 章 中小企業者に対す る貸付

( 1 ) 県 て は 、 企業が公害防止施設 を設置す る 場合 に 、 企業の公害防止 を側面か ら援助するため 、

昭和 4 6 年度 か ら 公害防止施設整備に対す る 貸付 を 行 っ て い る 。

表 5 2 鳥取県 の公害防止資金貸付制度 ( 昭和 5 2 年度 )

貸 付 対 象 中小企業者 ま た は 、 事業協同組合等

対 象 施 設 土地 、 建物 、 構築物 、 機械設備

貸 付 限 度 額 1 , 5 0 0 万円 以 内 、 事業協同組合 に つい て は 3, 0 0 0 万円以 内

貸 付 利 率 年 6 2 %以内 ( 保証付 の場合年 6 0 %以 内 )

返 済 方 法 5 年以内 ( 1 年以内 の据置 を 含む )

取 扱 金 融 機 関 商工組合中央金庫 鳥取支店

昭和 4 6 年度以降の貸付実績 は 、 表 5 3 表 5 4 の と お り て あ る 。

表 5 3 公害防止資金貸付実績

年 度 貸 付 件 数 貸 付 額

4 6 9 曾 5 0 0 5 郡

4 7 1 0 3 , 9 8 5

4 8 1 0 6 7 9 8

4 9 4 6 4 5 0

5 0 8 5, 6 5 5

5 1 7 7 , 9 0 0

表 5 4 施設別貸付実績

ぶN濃霧
汚 水 処 理 施 設 ば い じ ん 防除施設 そ の 他

件 数 貸付金額 件 数 貸付金額 件 数 貸付金額

4 6 2 件 2, 0 0 0 万円 2 件 1 , 2 5 0 郡 5 件 1 , 7 5 5 硼

4 7 8 2 , 4 3 5 2 1 , 5 5 0

4 8 7 5, 4 5 8 3 1 , 3 4 0

4 9 2 3 , 0 0 0 2 3 4 5 0

5 0 6 4 5 0 5 2 1 , 1 5 0

5 l 6 5, 9 0 0 1 2 0 0 0
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( 2 ) 中小企業近代化資金助成法に よ る 設備近代化資金 ( 無利子 ) に よ る 貸付

表 5 5 中小企業設備近代化資金貸付実績

年 度 件 数 金 額 対 象 施 策

4 6 3 5 0 郡 汚水処理施設

4 7 9 2 0 2 3 汚水処理施設 8 、 騒音防止施設 1

4 8 2 2 2 汚水処理施設

4 9

5 0 '■｣ 3 2 0 汚水処理施設

5 1 2 1 , 4 3 6 汚水処理施設

( 3 ) 中小企業金融公庫 、 国民金融公庫 に よ る 貸付

表 5 6 中小企業金融公庫 ( 産業公害防止貸付 ) 及び 国民金融公庫 ( 公害貸付 ) に よ る 貸

付実績

＼＼＼"""＼＼観器度“年度

中 小 企 業 金 融 公 庫 国 民 金 融 公 庫

件 数 金 額 件 数 全 額

4 6 2 件 5, 0 0 0 湘 3 竹 6 0 0 朋

4 7 8 1 1 , 2 5 0 8 2, 1 2 0

4 8 4 1 , 8 0 0 5 1 , 8 8 0

4 9 8 1 4, 4 8 0 1 3 0 0

5 0 4 1 4, 3 0 0 2 3 6 0

5 1 9 1 5 , 3 5 0 1 9 0

( 4 ) 公害防止事業団 に よ る 貸付

表 5 7 公害防止事業団貸付実績
( 5 1

施 設 の 種 類 件 数 金 額

汚 水 処 理 施 設 4 件 7, 9 0 翻

は い し ん 防 除 施 設 1

悪 臭 防 止 施 設 l

産 業 廃 棄物 処 理 施 設

。十 9 4 2, 1 1 0



第 1 1 章 公害紛争処理 、 公害苦情等

第 乍 節 公 害紛争処理制度 の 現況

公害 を め ぐ る 紛争 は 、 因果関係の解明 が困難 な と こ ろ か ら 、 公害紛争の裁判 に よ る 解決に 膨

大 な時間 と 費用 を要す る の か実情 て あ り しか も 、 公害の被害は単に財産上の被害に と と ま ら

ず 、 人 の健康 、 生命 に 及ぶ場合 も少 な く な く ま た 被害者は比較的弱い 立場 に あ る 一般住民 て

あ る の が通例で あ る 。

の こ の た め 、 訴訟 劇場職こ紛争 を 早期こ解決す る こ と を 目 的 に 昭和 4 5 年 &こ 公 害 紛争 処理法

( 昭和 4 5 年法律第 1 0 8 号 ) が制定 さ れ た 。

こ の 法律 に規定す る紛争処理の 方法 は 、 あ っ せ ん ･ 凋停 仲裁並ひ に裁定 と な っ て お り 、 紛

争処理機関 は 、 中央機関 と 都道府県機関 と があ り 、 都道府県 の機関 に つ い ては 、 常設の審査会

方式の機関 と 、 紛争処理に あ た る べ き候補者 を あ ら か じ め委嘱 して お く 名簿方式 と が あ る 。

本県の場合は 、 名 簿方式 を採用 し 、 公害審査委員候補者 1 3 名 を お き 、 公害紛争事件が申請

さ れ た場合は 、 知事が候補者 の中か ら 3 人 の 委員 を選任 し 、 公害紛争の処理に あた る 体制 を と

っ て い る 。

乍 覊停申請を処理 し た事例

事 件 名 倉吉市 に お け る - ケ ト 工場か ら の粉 じ ん に よ る 生活環境被害に 係る 差止

等調停事件

1 紛 争処理機関名 鳥取県昭和 5 1 年 ( 調 ) 第 1 号事件調停委員会

2 申 請受理年月 日 昭和 5 1 年 6 月 9 日

3 申 請 人 倉吉市上丼 杉 森 太 郎 生 田 昭

土 佐 和 臣 北 村 輝 明

ら 4 紛 争 の 相 手 方 倉吉市上井 1 9 0 関西 パ - ケ ノ ト エ業㈱
取締役社長 藤 井 政 雄

5 被害の生 じた場所 倉吉市上丼 旭北一部

6 調停 を 求 め る 事項及び そ の理由

イ 事 項

鮒 集 じ ん装置 の改善 を はか り 紛 じん の飛散 を完全に 防止す る と 。

回 ホ イ フ ー の燃料 と して 木 ク ス 、 ノ コ ク ス を使用 し な い こ と 。

回 騒音対策に取 り く む こ と 。

←) 杉森太郎他 3 名 に 対 して 、 洗濯物の汚れ 、 家族 の ノ ト の痛み等経済的 ･ 精神的苦

痛 に対す る償 い を す る こ と 。 叉 、 生 田家 土佐家の屋根及び天井 の修理代 を支払 う

こ と o
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理 由

関西 パ ー ケ ノ ト 工業㈱の合板製造工程及び オ カ フ イ ト 製造工程か ら粉 じ ん ･ は い じ

んか飛散 し 、 住居 ･ 洗濯物 ･ そ の他 を 汚染 し て い る 。 又 、 附近 の民家 の屋根 の瓦 と 瓦

の間 に た ま っ た粉 じ ん の毛細管現象に よ っ て 雨 も り が し 、 天井 が著 し く 痛 み汚れ てい

る o

崗停委員 の氏名 ( 昭和 5 1 年 6 月 1 8 日 指名 )

田 村 康 明 ( 弁 護 士 )

足 立 義 巳 ( 境港商工会議所専務理事 )

繁 原 重 治 ( 人権擁護委員 ) ℃

覊停委員会開催経過

昭和 5 1 年 7 月 5 日 第 1 回崗停委員会 当事者 か ら 意見聴取

昭和 5 1 年 7 月 2 1 日 第 2 回調停委員会 当事者か ら 意見聴取

現地凋査

昭和 5 1 年 8 月 3 日 第 3 回調停委員会 当事者か ら 意見聴取

昭和 5 1 年 8 月 7 日 現 地 調 査

昭和 5 1 年 9 月 1 8 日 第 4 回覊停委員会 相手方 ( 会社 ) か ら 意見聴取

昭和 5 1 年 1 0 月 1 3 日 第 5 回 崗停委員会 当事者 か ら 意見聴取

昭和 5 1 年 1 1 月 4 日 第 6 回調停委員会 覊停成立

凋 停 条 項

イ 集 じ ん装置の改善及ひ粉 じ ん の飛散防止 に つ い て

袷 関西 パ ー ケ ノ ト 工業株式会社 ( 以 下 l 会社 ｣ と い う ? は 、 目 下工場移転 ( 木工団

地 そ の他 ) を 。十画 中 て あ る か 向 う 2 年以内 ( 昭和 5 3 年 1 1 月 3 0 日 ま で ) に移

転 を開始 す る場合は 、 第 一工場 の集 じ ん機 は 、 不完全 な が ら 会社に お い て で き る 限

り 操作 るこ 留意す る と と し 、 現状 を認 め る こ と と す る か 、 2 年 を経過 し て も 移転の 套
開始が行 われ な い と き は 、 前 。己集 じ ん機の完全 な 施設改善 を 昭和 5 4 年 3 月 3 1 日

ま で に 実施す る こ と と し 、 申請人 は 、 施設完成後 、 鳥取県立会 の う え確認す る こ と 。

(円 会社は 、 乾燥工場の サ イ か ら ノ コ ク ス を か き 出 す際 、 ノ コ ク ス が飛散 し な い設

備 を 昭和 5 1 年 1 1 月 3 0 日 ま て に 完備す る こ と 。

回 会社は 、 操業中工場建屋の窓等 を開放 し な い よ ' るこ す る こ と 。

は い踵発生施設 の ば い煙防止 に つ いて

乾燥室の ばい煙 発生施設に つ いて は 、 更 に ばい煙発生量 を低減す る た め 、 集 じ ん能

力 の増強 を は か る と 共に 日 常 の維持管理に充分配慮す る と 。

騒音防止対策 に つ い て

名) 会社は 、 製材工場及び第三工場に 配置 さ れ てい る騒音発生施設 に つい て は 昭和
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5 1 年 1 1 月 3 0 日 ま で に 騒音規制法に定 め る 規制基準 を遵守で き る 騒音防止対策

を講ず る こ と 。

(ロ ) 会社の操業に伴 う 騒音 に つ い て 申請人か ら被害の 訴 え か あ り 、 かつ 、 鳥取県叉は

倉吉市 の騒音測定結果か騒音規制法 に定 め る 規制基準 を こ え た場合 に は 、 会社 は 、

発生源の操業 を 一時中止 し 、 た だ ち に 改善措置 を実施す る も の と す る と 。

- オ カ フ イ ト 工場 に つ い て

オ カ フ イ ト 工場に つ いて 、 今後申請人が被害 を 訴 え た場合 に は 、 会社は運転 を 中止

し 、 当 事者双方で改善対策 を協議 し 、 措置完了後申請人の 了解 を得て運転 を再開す る

リ リ も の と す る こ と 。

ホ 会社 は 、 日 曜 ･ 祭 日 に は操業 しな い ｣ と を 原則 と し 、 操業 を す る場合は 、 公害 の生

じ な い作業 を実施す る こ と 。

へ 会社は 、 工場敷地周辺 に昭和 5 1 年 1 1 月 3 0 日 ま て に 植樹す る こ と 。

ト 申請 人は 、 前 。己各条項の 実施に必要な限度 に お い て 、 会社の 工場に 立入 り 、 澗査す

る こ と がで き る も の と す る こ と 。

チ 会社 申請人双方は 、 前。己各条項 を誠実 に 履行す る こ と を 相互 に確認す る と 共に 、

将来新に 問題 が生 じ た と き は 、 そ の 都度 申請人 と 会社の代表者 ( 社長叉は専務 ) と の

間 て協議 し 、 会社 は す みやかに 改善措置 を実施す る も の と す る と 。

第 2 節 公害苦情処理状況

4
I

公害苦情受理状況 ( 県 ･ 市町村受理分 )

( 1 ) 昭和 5 1 年度 に お け る 本県 の公害苦情の受理状况は 1 8 0 件 て あ り 昭和 5 0 年度 2 0 7

件 に 比べて 2 7 件減少 し て い る 。

( 2 ) 公害苦情種類別受理件数 は 、 次 の と お り で あ る 。

公害の種類ゞ、、、、、、、年度 4 6 4 7 4 8 4 9 5 0 5 1

大 気 汚 染 3 7 件 3 2 件 2 2 件 3 3 件 4 ー 件 2 6 件

水 質 汚 濁 9 6 9 2 1 0 7 6 1 5 4 3 8

騒 音 4 9 4 0 4 8 5 6 3 9 4 2

振 動 3 4 3 6 6

悪 臭 8 3 8 2 1 0 9 8 1 3 7 3 3

土 じ ょ う 汚 染 111 1 3 3 1 3

そ の 他 1 9 4 0 3 7 3 6 2 9 3 2

。十 2 8 8 2 8 7 3 3 0 2 7 3 2 0 7 1 8 0

D
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公害の種類別苦情 は 、 昭和 5 1 年度受理件数中 で は 、 騒音苦情が最 も 多 く 4 2 件 ( 全体

の 2 3 % ) 、 続 い て水質汚濁 3 8 件 ( 2 1 % ) 、 悪臭 3 3 件 ( 1 9 % ) 、 そ の他 3 2件( 1 8

% ) 、 大気汚染 2 6 件 ( 1 4 % ) 振動 6 件 ( 3 % ) 土 じ う 汚染 3 件 ( 2 % ) の順 と

な っ て い る 。

( 3 ) 受理件数 の多 い市町村は 、 鳥取市 5 0 件 ( 前年度 4 0 件 ) を最高 に 米子市 2 3 件 ( 前年

度 3 5 件 ) 、 境港市 1 8 件 ( 前年度 1 0 件 ) 、 倉吉 市 1 5 件 ( 2 5 件 ) 、 日 吉津村 8 件 ( 2 5

件 ) の順 と な っ て お り 、 鳥取市及び境港市 を除 く 市町村で は前年度 よ り 減少 し て い る 。

2 公害苦情の処理状況

昭和 5 1 年度 に お け る 公害苦情件数 1 8 0 件中解決 した も の 1 5 1 件 て解決率は 8 4 % と

な っ て い る 。

昭和 5 1 年度公害苦情種類別処理状况 は 、 下 。己 の と お り て あ る 。

公害の種類＼~＼＼区 分 受 理 件 数 A 解決 した件数 B 解決率 ( 暮 X 脚 )
大 気 汚 染 2 6 件 1 6 件 6 2 %

水 質 汚 濁 3 8 2 8 7 3

騒 音 及 び 振 動 4 8 4 2 8 8

悪 臭 3 3 3 2 9 7

土 じ ょ う 汚 染 3 3 1 0 0

そ の 他 3 2 3 0 9 4

。十 1 8 0 1 5 1 8 4

(

3 公害の種類別発生源別内訳

大 気 汚 染 工場か ら の は い じん 、 ク ス 、 わ た く ず に よ る 被害苦情が主 に な っ て い

る 。

水 質 汚 濁 砕石業 製紙業 ･ 畜産業か ら の 汚水苦情が主 に な っ て い る 。

騒 音 振 動 ク ー ノ ノ ク タ ワ ー騒音 工場の コ ノ プ ノ サ ー 鍛造機に よ る 騒音苦情が

主に な っ て い る 。

亜 臭 ･ ･ 苦情件数 3 3 件中畜産業 に伴 う 苦情が 1 5 件 ( 全体の 4 5 % ) を 占 め て い

る 。

土 じ ょ う 汚染 板金工場 ･ 畜舎か ら の廃水が 田へ流入 し 、 稲 に被害 を与 え た事例で あ る 。

; t ー “ “ 他 産業廃棄物 一般廃棄物“放置 不法投棄 が主に な ･き , o
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昭和 5 1 年度公害苦情受理 処理件数 ( 県 、 市町村別 )

愈嘉さ~~分
受 理 件 数 処 理 件 数

。十 新規受理 繰 越 分 。十 解 決 繰 越 分

県 ( 保健所 ) 2 9 乙 6 3 2 9 2 7 2

鳥 取 市 5 0 5 0 5 0 5 0

米 子 市 3 5 2 3 1 2 3 5 2 5 1 0

倉 吉 市 1 9 1 5 4 1 9 1 1 8

境 港 市 2 1 1 8 3 2 1 2 1

岩 美 町 1I▲

船 岡 町 ･II▲

河 原 町 3 3 3 3

八 東 町 ↑■｣

用 瀬 町

智 頭 町 6 5 6 6

気 高 町 2 2 2 2

鹿 野 町 3 3 3 3

青 谷 町 6 5 6 1 5

東 郷 町 1 1

三 朝 町 1 1 1

関 金 町 1 1

北 条 町 1 1 4 7 1 1 7 4

大 栄 町 3 3 3 3

東 伯 町 1 1 1

赤 碕 町 2 2 2 2

西 伯 町 3 2 1 3 2 1

日 吉 津 村 1 4 8 6 1 4 7 7

淀 江 町 3 3 3 3

大 山 町 2 1 2 1 l

名 和 町 7 6 1 7 7

日 南 町 ･II▲ 1 1

日 野 町 1 1

市 町 村 。十 2 0 0 1 5 4 4 6 2 0 0 1 6 0 4 0

。十 2 2 9 1 8 0 4 9 2 2 9 1 8 7 4 2
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昭和 5 1 年度公害苦情種類別件数

≧衰 合。十 。十 檄 鸚 騒音 振動
土じょう

汚 染
悪臭 。十 露勳業 廃鋳 そ魂

県 (鰐期所) 2 6 2 3 5 6 6 6 3 114

鳥 取 市 5 0 4 6 8 2 1 9 2 1 5 4 3

米 子 市 2 3 1 8 3 ･1I▲ 7 4 3 5 4

倉 吉 市 1 5 1 4 9 3 1'▲ 1IL

境 港 市 1 8 1 4 2 5 4 3 4 .･I.▲ 3

河 原 町 3 3

用 瀬 町 ･1I▲ 114

智 頭 町 5 111 4 2 2

気 高 町 2 2 2

鹿 野 町 3 3 111 2

青 谷 町 114

東 郷 町 l

関 金 町 111 1

北 条 町 4 3

r

2 1 1

大 栄 町 3 3 1

赤 碕 町 2 1 1 1

西 伯 町 2 1 1

日 吉 津 村 8 8 5 2 1

淀 江 町 3 2 2 1 1

大 山 町

名 和 町 6 2 111 1 4 2 1 1

日 南 町 114 1

日 野 町 1-｣ .-I具

市 町 村 。十 1 5 4 1 2 5 2 1 3 2 3 6 6 3 2 7 2 9 1 0 4 1 5

合 。十 1 8 0 1 4 8 2 6 3 8 4 2 6 3 3 3 3 2 1 1 5 1 6
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第 3 節 企業 の 公害防止管理者等 の 装置

公害防止管理者等の設置

昭和 4 6 年 6 月 制定 さ れ た ｢特定工場 に お け る 公害防止組織 の整備 に 関す る法律｣ に よ り

一定 の要件 を備 え た特定施設 を 有す る 工場は 、 そ の特定施設 の 区分 ( 大気 水質 ･ 騒音 ･ 粉 じ

ん 〕 ご と に 公害 防 止 管理者 を 選 任 す る こ と を 義務 つ け ら れ 、 こ の ほ か公害防止統括者

公害防止主任管理者 も 選任 しな け れば な ら な い こ と に な っ て い る 。

本県 に お い て 、 公害防止管理者等 を選任 し な け ればな ら な い工場数 は 3 2 工場て あ る 。

表 5 8 公害防止管理者等設置状況

業 種 名 工場数 公害防止統括者
大 気 関 係
公害防止管理者

水 質 関 係
公害防止管理者

防止管理者騒音関係公害 防止管理者粉じん関係公害 主任管理者公害防止第一種 第二種 第三種 第四種 第一種 第一一種 第三種 第四種
⑩ 食 料 品 製 造 業 2

2

( の
2

⑩ た ば こ 製 造 業 2
2

( 2)

2

( 2)

⑳ 木 材 、 木 製 品製造 業 3
1

く 1)
･II▲

⑭ ルークヘ グ紙 、 紙工品議隨業 3
3

( D

1

( 1 )
111 ( D ･II- 2

1

( D

⑰ 石油 、 石炭製品製造業 3
1

( D

1

( 1 )

1

( 1 )

⑳ 窯業 、 土石製品製造業 8
5

( の

1

( 1)

7

( の

⑪ 鉄 鋼 業 2
2

( D
2 く 1)

⑳ 金 属 製 品 製 造 業 6
3

( 3)

1

( め

4

( の

1

( 1 )

⑭ 一般機 械 器具製造 業
1

( 1 )

⑯ 電気 機械器 具 製 造 業 2
2

( の

1

( 1)

2

( の

。十 3 2
2 2

Q 8)

2

( の
3

9

( 7)

l

( の

6

( の
1 2

1

( D

7

( の

1

( D

困 1 業種番号 、 業種名 は 日 本産業分類に よ る 。

2 ( ) は 代理者の数で あ る
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